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財団法人 資産評価システム研究セ ンターは、適切な地域政策の樹立に資するため、

地域の資産の状況及びその評価の方法に関する調査研究等の事業を実施することを目的

として設立されました。

当評価センターにおける調査研究は、資産評価の基礎理論及び地方公共団体等におけ

る資産評価技法の両面にわたって、毎年度、学識経験者及び自治省並びに地方公共団体

等の関係者をもって構成する資産評価システム、土地、家屋及び償却資産の各部門ごと

の研究委員会において行われ、その成果は、会員である地方公共団体及び関係団体等に

調査研究報告書 として配布 し、活用されているところであります。

本年度の土地研究委員会の調査研究テ-マ は、(1)農地 ・山林の土地価格の形成要因等

に関する調査研究、(2)標準宅地の鑑定評価価格及び売買実例価額の調査並びに用途地区

別の土地価格の格差に関する調査研究の2項 目であります。本報告書は、上記(1)の調査

研究に属するもので、農地 ・山林の評価の問題点を明 らかにし、今後の検討課題等につ

いて調査研究を行いました。

この程、その調査研究の成果をとりまとめ、 ここに、公表する運びとなりま した。 こ

の機会に、熱心にご研究ご審議をいただきました委員及び専門員並びに実地調査に当た

り種々ご協力を賜 りました地方公共団体の関係者各位に対 し、心か ら感謝申 し上げます。

なお、当評価センターは、今後とも、所期の目的にそって、事業内容の充実及び地方

公共団体等に役立つ調査研究に努力をいたす所存でありますので、地方公共団体をはじ

め関係団体の皆様のなお一層の ご指導、ご援助をお願い申し上げます。

最後 に、 この調査研究事業は、(財)日本船舶振興会の補助金の交付を受けて実施 したも

のであり、改めて深 く感謝の意を表するものであります。

平成6年3月

財団法人 資産評価 システム研究センター

理 事 長 渡 辺 功
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序

当研究委員会では、平成3年 度の調査研究事業 として 、 「土地評価の均衡化 ・適正

化等 に関す る調査研究」 を行い 、その中で 、宅地の評価について地価公示価格の7割

程度を 目標 にその均衡化 ・適正化 を推進すべ きであるとの結論を得 た。

これを受けて 、自治省 において 「平成6年 度評価替えの基本方針」が示 され 、各市

町村ではこの方針にしたが って評価替 えの準備が鋭意進め られて きたが 、約30年 にわ

たる現行評価制度の中で考えれば、抜本的な改正である といえ、平成6年 度評価替え

では 、全 く新 しい土地評価が行われたといっても過言ではない。また、固定資産税制

度の面 において も、思い切 った負担の調整措置を取 り入れるなど大幅な改正が行われ 、

固定資産税全体 として 、ひ とつのターニ ングポイン トであ ったといえるであろ う。

平成6年 度の評価替え によって、昭和38年 の評価基準の全面改正 によ って も完全 に

は払拭 しきれなか った評価の不均衡 とい う問題 は、宅地及びこれに比準 した評価 を行

う地 目の分野 においては 、一応の決着 をみた として差 し支えないであろう。しか しな

が ら、土地評価全体を考えた場合 、依然 として内在する問題 は少な くな く、そのひ と

つ として 、農地 ・山林の評価の問題が挙げ られる。

これは現在まで幾度 とな く検討 されてきた問題ではあるが 、決定的な解決策 を見い

だす ことができず 、市町村 をは じめ評価担当者 にとっては頭 を悩 ます問題であったに

違いない 。

当研究委員会 においても、本格的 にこの問題 に取 り組むこととしたものの 、本年度

は最終的な結論 を得 るには至らず 、問題点を明らかにするとともに、今後の検討の課

題等 を整理す るにとどま った 。

しか しながら、農地 ・山林評価の適正化 とい う課題は 、極めて重要かつ興味深い問

題であ り、今後 も引き続 き検討を行 ってまい りたい と考える、



目 次

1調 査研究の目的等

1

2

3

目的

研究事項

調査研究の方法

1

1

1

2

II調 査研究結果の概要

1現 行評価方法

(1)農 地 ・山林評価の経緯

(2)評 価額等の分析

2農 地 ・山林評価の現状

(1)売 買実例の減少等

(2)実 勢価格 とのかい離

(3)他 の指標 との比較

3農 地 ・山林の 「適正 な時価」

(1)固 定資産税の性格

(2)「 適正な時価」 に関す る見解

(3)現 行評 価基準 における 「適正 な時価」の考え方

(4)「 適正な時価」の求め方についての検討事項

1基 本的考え方

2農 地の分類

3売 買実例方式と収益価格方式

4鑑 定評価価格の活用

(5)ま とめ

3

3

3

6

7

7

9

9

11

11

15

20

22

22

23

24

26

27

III 今後の農地 ・山林評価の検討課題

1具 体的評価方法の検討

2評 価基準

3税 負担

29

29

29

30

参考資料 31



1調 査研究 の 目的等

1目 的

この調査研究は、固定資産(土 地)の 評価のうち、宅地 とともに、筆数が多 く、

かつ、評価の基本 となる地 目である田、畑及 び山林の価格形成要因等についての調

査研究を目的とす るものである。

土地の評価 については、平成6年 度評価替えか ら、宅地 にあっては地価公示価格

等の7割 を目途 として評価を行うことによ って、均衡化 ・適正化が進め られている。

これは 、土地基本法(平 成元年法律第84号)及 び総合土地政策推進要綱(平 成3年

1月25日 閣議決定)等 において指摘された公的土地評価相互の均衡 と適正化 を具体

化 したものであ り、このことによ り従来批判 されが ちであ った市町村間 、あるいは

各筆間の評価水準の不均衡は、ほぼ解消 された と考 えて差 し支えない。

一方 、宅地 とともに評価の中心 をな している他の地 目の土地 、す なわち 、田、畑

及び山林の評価 については 、具体的な拠 り所 とすべ き適当な価格指標 もな く、また 、

近年評価の基礎 とされるべ き売買実例 自体が極めて少な くな ってお り、その具体 的

な評価手法を求める声が 、特 に地方団体か ら強 く出されている。

そこで 、当研究委員会 において、現行農地 ・山林評価の問題点等 を把握す るとと

もに、具体的評価手法についての調査研究 を行 った 。

2研 究事項

当研究委員会は 、前項 に掲げる 目的にしたがい、農地 ・山林の評価のあ り方等 に

関 し、次 に掲げ る事項 について調査研究を行った。

(1)現 行評価方法

(2)農 地 ・山林評価の現状

(3)農 地 ・山林の適正な時価

(4)今 後 の農地 ・山林評価の検討課題

―1―



3調 査研究の方法

当研究委員会 は、内部 に専門部会 を設け、次 に掲げる資料を収集 して分析する と

ともに、学識経験者 、不動産鑑定評価機関、地方公共団体等のそれぞれの立場か ら

意見交換 をする等の方法 によって調査研究 を行った 。

(1)固 定 資産評価制度 に関する各種公表資料

(2)農 地 ・山林 の価格 に関する研究機関等の公表資料

(3)基 準地及び標準地 に関する調査(自 治省)

(4)固 定 資産の価格等の概要調書(自 治省)

(5)評 価上昇割合等調(自 治省)

(6)固 定 資産税 に関する判例 、論文等

―2―



II 調査結果の概要

1現 行評価方法

(1)農 地 ・山林評価の経緯

現行の固定資産税の創設は、昭和25年 の現行地方税法の制定 に遡る。土地 に対

する課税 自体にはさらに長い歴史があるが 、 「固定資産税」 として課税 され るよ

うにな ってか らは 、40年 余 りが経過 した ことになる。

創設時の改正を含めて、評価方法の大幅 な改正は2度 行われている 。創設時の

最大の変更点は、課税標準を、従前の賃貸価格か ら資本価格に改めた点である。

ただ し、これは、当時の賃貸価格は地代家賃統制令の影響下 にあ って 、市場での

自由な賃貸価格形成が妨げ られていたこと、及び新たに償却資産 を課税対象 とす

るため には資本価格 とす る必要があ ったことによると考えるのが妥当である 。そ

の後の大 きな改正は 、昭和38年 の評価基準 の全面改正(昭 和39年 度評価替えか ら

適用)で あ り、売買実例価額 を基準 とする評価方法の採用 、標準地比準方式及び

評点式評価法の採用 、指示平均価額の算定方法及び指示方法の合理化等が行われ 、

現行の評価方法が確立 された 。

この間 、数回の細かな改正 も行われてお り、昭和25年 度以降の農地 ・山林の評

価方法 について 、以下に整理 してみ る。

1昭 和25年 度

昭和24年8月 のシ ャウプ税制使節団の 日本税制報告書における勧告 に基づ い

て 、昭和25年 に現行地方税法が制定された。課税標準は従来の賃貸価格か ら各

年度の賦課期 日現在 にお ける 「適正な時価」 に変更されたが 、経過的措置 とし

て 、畑以外の土地は従前の賃貸価格の900倍 、畑は1,080倍 の額 を価格 とする旨 、

地方税法で規定 された。

2昭 和26年 度

全面的に適正な時価によって評価す ることとな り、地方 財政委員会 により土

地及び家屋 に係 る評価基準が示 された 。

当該評価基準 による評価方法は次の とお りである。

ア.田

各市町村 における中庸等級の標準田について 、次の収益還元方式 によ って

―3―



評価額を算出し、これを当該標準田の反当賃貸価格で除 して得た数を評価倍

数 とし、当該評価倍数を各筆の田の賃貸価格に乗 じて評価額を算出する。

標準田の

反当価額

反当収益

最近発行国債利回 り(0.055)+固 定資産税標準賦課率(0.016)

反当収益=賦 課期日の属する産米年度政府買上標準価格×最近5年 間平

均反当収量×収益率

イ.畑

田と同様の方法 による 。ただ し、当該市町村 において畑が少ない場合 また

は収益還元方式によることが困難な場合には 、標準畑の売買価格の 当該畑の

賃貸価格に対す る倍数を評価倍数 とする。また、売買価額を用いることがで

き難いときは次 の方式による。

標準畑の
=標 準田の反当価額 ×

反当価額

標準畑の売買価額(昭 和18年)

標準 田の売 買価額(昭 和18年)

ウ.山 林

標準山林(市 、郡単位で一)の 売買価額または推定売買価額を精通者等の

意見を徴 して決定 し、これを当該標準山林の賃貸価格で除して評価倍数を求

め、各筆の賃貸価格に乗 じて評価額を算出する。

3昭 和27年 度及び28年 度

全国的な評価の均衡を獲得するためには市町村 内のみな らず市町村間の均衡

を確保す る方策が必要 と認められたため、平均価額制度(地 方財政委員会が都

道府県ごとの平均価額を指示 し、都道府県知事が市町村ご との平均価額 を指示)

を設けるとともに、評点式評価法 を採用 した。

ア.農 地

各筆の評点数 は、標準 田、標準畑(市 町村 内において中庸等級で最 も標準

的なものを選定)の 評点数 に比準 し、地力 、地利 、収穫量 、賃貸価格等を勘

案 して付設 し、各筆の価額は 、各筆の評点数 に平均価額 を基準 と して決定 さ

れた評 点一点当た り単価 を乗 じて算出す ることとした 。

このよ うに、昭和27、28年 度の評価は、都道府県 、市町村間の評価の均衡

確保 に重点をお き、市町村内の評価は市町村長の創意 と工夫 に期待 した もの

であ ったが 、大多数の市町村は 、平均価額/平 均賃貸価格(ま たは昭和26年

―4―



度平均評価額)=評 価倍数 として 、賃貸価格 または昭和26年 度評価額を基礎

と してお り、若干の市町村 において収穫量 、地力等を参考 としているものが

あ る程度であ った。

イ.山 林

農地 と同様の方法(収 穫量は除 く)に よることとされた 。(な お 、収益還

元方式 によ る評価 を検討 したが、成功 を見る に至 らなか った との記録が あ

る。)

4昭 和29年 度

農地(及 び宅地)に ついて、その評点の方法が従来極めて抽象的なもの とな

っていたため、具体的な評点方式 を参考 として示 した 。

また 、市町村長は、自治庁長官が示 した評価基準 に準 じて価格を決定 しなけ

ればな らない旨を法定 した(地 方税法第403条)。

ア.農 地

各筆の評点数 は、自然的条件(気 象 、土性 、灌漑 、地形等)、 経済的条件

(交通 、耕作の難易等)、 災害の状況その他客観的認定資料(収 穫量 、賃貸

価格等)を 参考 と して定めるものと し、標準的な評点項 目基準表(農 地評点

項 目基準表)を 参考 として示 した。評価額は、これに平均価額を基礎 として

求めた評点一点 当た りの価額 を乗 じて求めることとされた 。

なお 、市町村の実情に応 じ、状況類似地区ご とに選定 した標準 田、標準畑

についてまず評点数 を求め 、これに比準 して各筆の評点数 を求める方法 によ

っても差 し支えないとされた。すなわち、各筆個別 に評点数を求め る方法 を

原則 としなが ら、実情に応 じ標準地比準方式によることがで きるもの とされ

た ところである。(こ の場合 には、従来市町村 ごとに一地点選定 されていた

標準田 、標準畑は状況類似地区ごとに選定することとされ 、標準田 、標準畑

の概念にも変更が加えられたことになる。)

イ.山 林

各筆の評点数は、自然的条件 、経済的条件その他客観的認定資料 を参考 と

して定めることとされ 、農地の評価 と同様の方法 によ っていた(た だ し、評

点項 目基準表 は示されていない 。)。

5昭 和30年 度

農地評点項 目基準表の内容を改 め、農地評点式評価法 として評点表 を正式 に

評価基準 に示すとともに、山林 についても山林評点式評価法 を規定 し、評点表
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を示 した 。

また、基準年度が法定 され 、昭和31年 度、昭和33年 度を基準年度 とし、以後

3年 ごとに評価替 えを行 うもの とされた。

6昭 和33年 度

農地評点式評価法の一部を改め 、山林評点式評価法 の評点表を全面的に改正

した 。

7昭 和37年 度

評価基準 による評価が義務づけ られた。(従 前 は評価基準 に 「準 じて」価格

を決定 しなければな らないとされていたが 、地方税法第403条 の改正 によ り、評

価基準 に 「よって」決定 しなければな らないとされた 。)

8昭 和39年 度

昭和36年3月 にな された固定資産評価制度調査会(内 閣総理大臣の諮問機 関)

の答 申を踏 まえ 、昭和38年 に固定資産評価基準の全面改正が行われ 、改正後 の

評価基準による評価が昭和39年 度か ら実施 された 。

主 な改正点は次の とお りである。

・標準地 の評点数の付設方法 を売買実例価額比準方式 とした。(従 来 、評点

表か ら求めていたものを、売買実例価額を基 に求めることとした。)

・標準地比準方式を全面的 に採用 した 。(農 地 ・山林では従来例外 的な方法

であ ったが 、宅地 と同様 これを基本 とすることとした 。併せて 、標準地か

らの比準の割合を求めるための比準表 を示 した 。)

・指示平均価額の算定方法及び指示方法を合理化 した 。(指 示平均価額は市

町村の実態に即 して算定することに改める とともに、指定市町村の制度を

取 り入れた 。)

・農地の限界収益修正率を採用 した 。(農 地 の売買の特殊性を勘案 して、売

買価額 に一定 の修正 を加 えて用いることとした 。)

なお 、農地 については、評価替 えは行 ったものの 、課税標準額 については昭

和38年 度の価格 に据え置かれた(以 後昭和50年 度 まで据え置かれた)。

また 、山林 については負担の調整措置(一 律1.2倍)が 採 られた 。

9昭 和51年 度

農地 に対す る負担調整措置が創設 された。

(2)評 価額等の分析

土地の評価額等の概況は、別表-2の とお りである。
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ここで 、地 目ごとの地積の構成比(法 定免税点以上)を みてみる と、一般農地

33.5%(一 般 田18,1%、 一般畑15.4%)、 一般山林46,3%と なってお り、合わせ

て全体 の約8割 が農地 ・山林である ことがわかる。一方 、これを決定価格べ ース

でみてみると、一般農地0.9%(一 般田0.7%、 一般畑0.2%)、 一般山林0.3%で 、

合わせて1%あ まりに過ぎない 。

次 に、主要4地 目に係る過去の評価替えによる評価上昇割合の推移 を示 した も

のが別表-3で ある 。

田と畑 とは 、ほぼ同程度の上昇 を続けて きているが 、山林 につ いては徐々に上

昇割合が鈍 ってきている。4地 目の中で常 に一番大 きな上昇 を見せているのが宅

地であ るため 、田、畑 、山林 との格差は広がる一方であ り、特に、平成6年 度の

評価替えで 、宅地 について地価公示価格等の7割 評価 を行 ったこ とによ り、この

格差はさらに大きなもの とな った(平 成6年 度評価替 えによる全市町村 の基準地

価格の平均上昇率は 、宅地が2.96倍 であるのに対 して、一般 田が1.025倍 、一般畑

が1.026倍 、一般山林が1.009倍 となっている。)。 なお 、平成3年 度 と昭和38年

度 との比較 においては、宅地 は約90倍 となっているのに対 して 、農地 ・山林はわ

ずか数倍程度 になっているに過 ぎない。

2農 地 ・山林評価の現状

(1)売 買実例 の減少等

次に 、農地 ・山林評価の現状と問題点について整理 してみる。

まず 、現在最 も問題 とされているのは 、適正な時価を求めるための基礎 となる

売買実例そのものが減 少しているということである。例えば 、農地法第3条 の許

可 を受 けて行われる(す なわち耕作 目的での)農 地の所有権移転件数 について調

べてみ ると、自作地有償所有権移転 で、平成3年 中に全国で114,706件 とな ってい

る(農 林水産省;土 地管理情報収集 分析調査)。 当該移転件数は 、年 々減 少 して

きてお り、平成3年 の件数は 、昭和40年(370,036件)の1/3以 下 となっている。

また、当該件数 には自作地相互の交換(20,773件)等 、現金の授受の伴わない も

のも含 まれてお り、これを除いた件数 を市町村数で除 してみると、1団 体当た り

30件程度 となる。

ところで 、1団 体当たり30件 とい う数は 、決 して少ない とはいえない数字であ

る 。しか し、この中には、1市 街化区域内のものや市街地近郊の取引も含 まれて

いること2農 地法第3条 の許可による移転 、すなわち移転後も引 き続 き耕作 の

用 に供 され るとい う形 になっているが 、実際 には耕作されていないものも含まれ
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ていること とい った事情 にあ り、適正 な時価の評定に用いることので きる実例

は極めて少ないのが実情である。

後述す るとお り、農地の評価は農地 として利用す ることを前提 として行 うもの

である。ところが 、市街地近郊の農地は宅地化の影響が強 く、売買価額のほとん

どが宅地 としての価額 によっているのが実情である。この場合 、一般農地評価の

基本的な立場か らして、宅地成 りを前提 とした売買価額 に基づいて評価する こと

は妥当ではない 。宅地成 りを前提 として桁違いに高 くな っている売買価額か ら農

地 として利用する場合の価格 を導 き出す ことは全 く不可能 とはい えないものの 、

売買価額 と正常売買価格 との開差があまりにも大 きす ぎて 、不正常な条件 による

部分を控除 した結果 とするには 、他の一般農地 に比較 した場合無理があるといわ

ざるを得ないか らである。

このような場合 、宅地価格の影響を受けない地域における農地 と同一 の観点か

ら評価すべ きであ り、具体的 には宅地化の影響のない地域の売買価額 を基準 とし

て評価する こととなる。つま り、農地評価 の基準 となる売買価額 とは 、宅地化の

影響を受けていない ものを指す ことになる 。しか し、宅地化の影響を受 けていな

い売買実例は、今 日では極めて希であると推測される。これは 、農地 の取引件数

の調査が先に引用 した 「土地管理情報収集 分析調査」以外 には存在 しないため正

確な数値は把握できないものの 、全国農業会議所が実施 している 「田畑売買価格

等 に関する調査」における農用地区域 内の農地価格の上昇理 由として 、 「周辺 の

宅地化 の進行」 との回答が最 も多 く、これに 「公共買収」 、 「民間企業 による開

発」を加えた農業外部の主 として開発を要因とす る上昇が 、全体 の50%を 占めて

いる状況であること等からもうかがえる。

このように 、売買実例全体が減少 してきていることに加 えて 、その中で評価 の

基礎 とす ることがで きる売買実例が さらに少な くなっているとい うことが 、現在

評価を行ってい く上での最も大 きな支障であるということがで きよう。

このため 、市町村では、本来 、評価の基礎 とす ることは好 ましくないような売

買実例(例 えば周辺の宅地化の影響 を受けている田の売買実例等)を も用いて評

価 しなければならな くなってお り、その結果 、次の(2)に 述べるよ うな問題が生 じ

てきている 。

なお 、山林 について も同様の状況 にあ り、む しろ山林については転用 、転売等

に農地のよ うな厳 しい制約を受けないことや 、昨今の林業の衰退か ら考 えるに 、

林業経営を前提 とした売買はさらに減少 していると考え られる 。
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(2)実 勢価格 とのかい離

本来 、農地 ・山林経営を前提 とした売買実例を用いて評価すべ きである ところ

が 、このような実例が希であ るところか ら宅地化の影響 を受けている売買実例等

を用いて評価 しているのが実情であることは(1)に おいて述べた とお りであ る。こ

の結果 、どのような状況になっているのかについて検討 してみる。

実際 に評価 に用い られた売 買実例価額 と評価額 との比較 は、評価替 えごとに 自

治省が実施 している 「基準地及び標準地 に関する調査」によって可能である 。当

該調査の結果は公表 されていないので 、詳細なデ ータを示す ことはで きないが 、

田、畑及び山林の指定市町村 の基準地における正常売買価格の売 買実例価額に対

す る割合をみ てみ ると、1%に 満たないものか ら100%を 超えるものまで 、かな り

のば らつ きが認められる。売買実例価額 には、買い急ぎや将来 における期待価格

といった不正常な要素がそれぞれ個別 に含 まれていることか ら、この割合 にば ら

つきがあるのはむ しろ当然であるところではあるが 、全体的に、その割合が低す

ぎると考えざるを得ない。例えば、正常売買価格が売買実例価額の±30%以 内 に

な っているものは 、全体のわずか1割 にも満たない状況であ り、半数以上 は売買

実例価額の20%以 下 となっている。

これ らの開差は 、例えば 「宅地見込地 としての期待要素」等の不正常要素 とし

て説 明づ ける こととなろうが 、あまりにも大 きな開差であ り、不正常要素 として

の合理的な範囲を逸脱 していると考えざるを得ない 。しか しなが ら、この ことに

よって直ちに評価額が低すぎると指摘するのは危険であ り、評価額の絶対額 と し

ての妥当性 を論ずるにはさらなる検証が必要であろう。したが って 、ここでは、

評価方法 としての妥当性を考 えた場合に、このような正常売買価格 と実勢価格 と

の間の大 きな開差を容認することには無理があるということのみ を指摘 してお く

こととする 。

(3)他 の指標 との比較

次に、農地 ・山林の評価水準がどの程度 になっているのか について分析 してみ

る。別表-4、 別表-5は 、農地 ・山林の価格を表す指標 についてとりまとめた

ものであるが 、農地 ・山林の場合 、宅地 における地価公示価格のような一般的な

指標が存在 しないのが実情である。例えば、別表-4に 掲 げた 「農地の価格を示

す指標」の中で 、 「田畑価格」 、 「農業投資価格」は都道府県別 、 「田畑売買価

格」は旧市町村 ごとの価格を示す ものであ り、また 、 「標準小作料」 、 「農業所

得標準」はこのままでは土地の価格 とはな り得 ないものである 。したが って 、地
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価公示価格のよ うに、個別の田 ・畑 の価格 を示す指標は存在 しないことが判 る。

山林 の場合、地価公示価格 の中で、 「市街化調整 区域 内の現況林地」があ る

(平成5年 で全国で69地 点)が 、地価公示価格は農地 、採草放牧地 、山林の取引

を除 くこととされてお り、これ らは 、現況林地であるもの を転用 した場合の取引

価格を示 しているものである。よつて山林の評価 と比較す ることは適 当ではない。

都道府県地価調査価格 における林地価格が唯一個別の山林の価格 を示 している と

考え られるが(都 道府県地価調査価格では、地域特性 によって林地を 「都市近郊

林地」 、 「農村林地」 、 「林業本場林地」及び 「山村奥地林地」の4形 態 に分類

してお り、別表-5に は、この うち山間部の価格 と考え られる 「林業本場林地」

と 「山村奥地林地」の平均の価格 を掲げた。)、 当該地点数は極めて限 られてお

り(平 成5年 で全国で1,229地 点 、うち都市近郊林地を除 くと965地 点)、 固定資

産税評価 に用いるには絶対的に地点が不足 しているといわ ざるを得ない。

その他 、農地法第9条 等による国 による小作地の買収価格や 、農業委員会 によ

るあ っせん価格 、森林組合による買取 り ・売渡 し価格等があるが 、いずれ も個別

の土地 ごとに成立 した売買価格 と同 じものであ り、評価の指標 として活用で きる

性格の ものではない。

以上 の中か ら、農地 ・山林の価格 を示す もの として最 も一般的に活用 されてい

る(財)日 本不動産研究所による田畑価格 、山林素地価格 と固定資産税評価額 と

を比較 した ものが別表-6及 び別図-1、 別図-2、 別図-3で ある 。

全体 的な傾向としては、農地 、山林 とも田畑価格 、山林素地価格 に対する評価

水準が徐 々に低下 していることが認め られる。評価方法が抜本的に改 め られた昭

和39年 度評価替え当時の水準 は、田46.4%、 畑29.9%、 山林32.5%と な っていた

が 、ここ数回の評価替えの結果では、田及び山林 は10%台 、畑は10%を 下回る水

準 とな っている。固定資産税評価額のほうは、前掲別表-3か らもわかるとお り

その変動 は大 きなものではな く、この場合の評価水準の変動は 、主 として田畑価

格 、山林素地価格の変動によるものである。

これは、宅地評価額の地価公示価格に対する水準の変化 においても当てはまる

ものであるが 、1固 定資産税評価額は税負担 に直接影響を及ぼす価格であること

か ら、急激な変動は避けるように評価 しがちであ り、地価の変動 に直結 した評価

替 えを行 うことは危険であるとの判断が働 くこと2田 畑価格 、山林素地価格 に

ついては、宅地見込み 、観光開発等で著 しく高額 になっているものは除 くとされ

ているものの 、これ ら以外の農地 ・山林が一般地価の影響 を全 く受けない とい う
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ことはあ り得ず 、宅地化 ・開発等の影響 による上昇 も包括 されている と考え られ

ること の2点 が考慮 された結果であると考えられる。ただ し、当該水準の変動

は、2に よる影響が年 々大 きくな って きたのだ とすれば低下はむ しろ妥 当である

とい うことにもな り、一概 に水準の低下 を非難す ることも問題があるであろ う。

次に、他の地 目の評価額 との絶対額での比較を行 ってみると、田、畑 、宅地及

び山林の中で最も平均価格が低い山林(平 成4年 度14円/ m
2

) を1と す る と 、田

6.7、 畑1.9、 宅地1,587.9と なっている(別 表-2参 照)。 用途の異 なる土地 を単

純 に比較す ることは適当ではないが 、1の(2)で も述べたとお り、宅地 と他 の土地

との格差は拡大す る一方であ り、平成6年 度評価替え後 においてはその格差はさ

らに増大す ることとなる。地 目間の評価のバ ランスを考えた場合 に、これが許容

で きる範囲内であるとみるのは困難 といわ ざるを得ないであろう。

3農 地 ・山林 の 「適正な時価」

(1)固 定 資産税の性格

固定 資産税が どのよ うな性格 を持つ税であるか とい うことは 、その価格(=適

正 な時価)を 決定する場合の重要な問題である。そ こで 、農地 ・山林の 「適正 な

時価」のとらえ方について考える前 に、まず固定資産税の性格 について整理 して

みることとす る。なお 、本来あるべ き固定資産税の性格 と、実際 に運用 されてい

る固定資産税 の性格 とでは若干異なる面もあると考 えられるが 、ここでは、前者

について検討することとする。

固定資産税 の性格 については 、これ まで様々な見解が示 されているが 、特 に定

説があるわけではない 。自治省の見解 としては、 「固定資産税は 、固定 資産(土

地 、家屋及び償却資産)の 保有 と市町村の行政サ ービスとの間 に存在する受益関

係に着 目し、その保有の継続 を前提 として資産価値 に応 じて、毎年経常的に課税
1)

する物税である」 とされてお り、固定資産税の性格 として 、一応 、応益税 、財産

税 、物税の性格づけがなされているように見受け られるが 、この点については 、

多 くの学識経験者等 によりそれぞれ異な つた様 々な説明が試み られている。そ こ

で 、1応 益税 と応能税2財 産税 と収益税3物 税 と人税 の3つ の観点か ら、

固定資産税の性格について論 じてみる。

1応 益税 と応能税

まず 、応益税 とする立場の主張は 、課税客体 とされる固定資産の保有 と市町

村の行政サ ービスとの間 に受益関係が存在す ること、あるいは固定資産の所在

自体が市町村に対 してあ る種の行政サ ービスを要求することを根拠 に挙げる 。
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すなわち 、固定資産が存在す ることによって、例えばごみ収集 、廃棄物の処理 、

消防 、環境汚染の防除など、様々な行政サービスが必要 となり、市町村側は こ

れらに随時対応 してい くことにな り、固定資産税はこれ らの便益 に対 して納税

す るものであるという考えである。これは、現 行地方税制度の基礎 とな った シ
2)

ヤウプ勧告の中にも若干ではあるが所述 をみることがで きる。さらに、固定 資

産は 、都市計画事業の遂行 、上下水道 ・道路の整備 、教育施設 の充実など市町

村行政の成果 によ つて 、その価値 も増大す ると考えられることか らすれば 、市

町村 の行政サ ービスとの因果関係はさらに説明 しやす くなる。

一方
、応能税 とする考え方は 、固定資産税を所得税 と同 じよ うな税 、あるい

はその補完税であるとするものである。その根底 には、個人の租税負担能力は 、

所得 のみ によって測 られるものではな く、保有資産によ っても左右 され るはず

であるとい う考えがある。

しか しこのことは 、逆 に保有資産のみによ って租税負担能力 を測 ることはで

きないとい うことにもなる。また 、固定資産税は 、ア.累 進税率ではなく比例

税率 を採用 してい ること イ.課 税客体が土地 、家屋 、償却資産に限定 され て

お り、現金 ・預貯金 ・株式 ・商品等の資産 、マ イナスの資産には課税 されない

こと とい ったことを併せて考 えれば 、応能税 として固定資産税を課するこ と

は適 当とは考えに くい。

以上か らすれば 、応益税 と応能税のいずれと考えるべ きかとい う問題 につ い

ては、応益税 とする説が支配的であると考えられる。ただ し、このことが固定

資産税の税額が市町村の行政サ ービス に対応 して定 まるということを意味す る

ものではない とい う点には注意が必要である。

2財 産税 と収益税

固定資産の価格 について論 じる場合 に最も問題 となるのが 、固定資産税は財

産税であるか収益税であるかとい う点である。両者は一見相反す る性格 に思わ

れるが 、財産税 と収益税は 、必ず しも相互に対立するものではな く、固定資産

税の場合 には、以下のように両者の性格を合わせ有する とみるのが最 も順当な

説 といえる。(な お 、財産税 とす る説 を現行の具体的な固定資産税制度を前提

とす る立場か らの見解 、収益税 とする説を固定資産税負担の本来のあ り方はい
4)

3)

かにあるべ きかとい う立場か らの見解であるとする考え方 もあ る。)

人が財産 を所有 している事実を とらえて課する税が財産税であることからす

れば 、固定資産を課税客体 とする以上 、財産税であることは明 らかである。ま
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た、財産税は、財産そのものを税源とする実質的財産税 と財産所有者の所得を

税源とする名目的財産税とに分類できるが、固定資産税は保有の継続を前提 と

しており、切り売り等財産の処分による負担を予定しているものではなく、一

般的に所得の中からの負担を予定 しているものであることからすれば、名目的
5)

財産税の範 ちゅうに属す ると考えて差 し支えないであ ろう。

一方
、 「一般的 に所得の中か らの負担 を予定 している」 とい うことは、その

財産 を所有することによ つて通常得 られ るであろうと予想 される収益 を限度 と
6)

している ということができる。ということは、固定資産税は 、その財産が本来

持つ収益力 に担税力を見いだ して課税す るものであると考 える こともでき、そ

の意味で 、収益税(特 定 の人が所有す るところの収益 をもた らす と考えられる
7)

物 に課する税)と して分類すべ きとの見方もある。

結局 、財産税 とする見方 においては課税客体が何であるか という点を重視 し、

収益税の立場では税源(担 税力)を どこに見出すか とい う点を重要視 している

とい うことになる。

ところで 、仮 に収益税 とした場合であっても、課税標準 としてとらえること

になる収益力あるいは収益性 については、種々の議論 において 、ほぼ一致 した

見解が得 られる 。すなわち、この場合の収益 とは、現実の収益ではな く、前述
8)

の 「通常得 られるであろ うと予想される収益」あるいは 「可能性 と しての収益」

を意 味する ということである。このことは、ア.固 定資産税は 、現実に収益が

ある と否 とに関わ らず一律 に課 される税である こと イ.現 実に収益が ない場

合であっても、実際には同じ効果が期待で きる こと(例 えば 、自己所有の居住

用の土地 ・家屋は 、収益 は上が らないものの 、他か ら借 りている場合に支払 う

べ き地代 ・家賃がカバ ーされていることにな り、これに見合 う収益が もた らさ

れていると考えることもできる。)ウ.固 定資産税の前身である地租 、家屋

税 において課税標準 として採 られていた賃貸価 についても、現実の賃貸料 で
9)

はな くあるべ き賃貸料をもって定 められていた ごと とい った ことか らも納得

で きる。(な お 、仮 りに現実の収益 に対 して課税する とす るな ら、それは所得
10)

課税 その ものの分野に属する とい うことになる。)

以上 を総括 して考えるなら、固定資産税 とは 、収益 を生 じさせ る可能性を有

している固定資産の所有に対 してその生 じ得 る収益を限度 として課税 される税

であるとい うことができるであろう。このよ うにみて くると、固定資産税 を財

産税 、収益税のいずれか一方 にあてはめることは困難であ り、両者 の性格 を合
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わせ有する と考えるのが 、最 も順 当であると考 えられ る。
1 1)

「収益税的財産税」
12)

あるいは 「収益的財産税」 とい った用語が用い られることがあることも十分理

解で きる。

3物 税 と人税

課税物件の差異 によって租税を分類すれば 、物税 、人税及び行為税 に分ける

ことがで きる。固定資産税が 、このうちの物税に属す るということは 、多 くの

学識経験者及び判例等によって肯定 されている 。なぜ なら、課税に当た って納

税義務者(所 有者)の 担税力等の人的要件は考慮 されず 、物的要件のみが考慮

され るという、人税 とはなり得ない明確 な性格を有 しているためであ る(担 税

力に着 目した減免の制度はあるが 、これはあ くまでい ったん課税 した後に行わ

れるものである 。)。

なお 、固定資産税を物税 としてみた場合でも 、人税たる所得課税 を補完す る

税であるという側面的な性格 も有するとみ ることがで きる。す なわち 、年々の

所得 のス トックとして資産が保有 されているとすれば 、所得課税で これを完全

にカバ ーす ることは不可能であ り、固定資産税 においてこれを補 っている とい
13)

う考え方である。このことか らすれば、1に お いて否定 した応能税 としての性

格 も、完全 には排除できないことになる。

(注)

1)平成5年3月25日 衆議 院地方行政委員会 自治省税務局長答弁

2)「 本税は 、事業主 または(本 税が高い売価の形で転嫁 され るならば)そ の

製品の消費者 を して、警察 、消防およびその事業がその地方か ら得 るその

他の保護の代価 を払わ しめ る」(シ ャウプ使節団 日本税制報告書)

3)木 下和夫監修 「固定資産税の理論 と実態」(ぎ ょうせい)

4)自 治省税務局編 「地方税入門」(地 方財務協会)

5)細 田義安 「地方税の實務」(税 務経理協会)

6)自 治省税務局編 「地方税入門」(地 方財務協会)

自治省税 務局内地方税判例研究会編集 「注釈地方税判例」(ぎ ょうせ い)

また 、税制調査会の 「土地税制のあ り方 についての基本答申」(平 成2年

10月30日)で は、 「(固 定資産税の)税 負担は 、固定資産の処分 によって

支払われるのではな く、固定資産の所有 により得 られる収益の うちか ら支

払われることが予定 されているものといえる」 とある 。

7)荻 田保 「地方行政全書 新地方財政」(良 書普及会)
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北野弘久 「企業 ・土地税法論」(勁 草書房)

8)恒 松制治 「地方財政論」(良 書普及会)

9)「 土地 ノ賃貸価格ハ各地 目毎 ニ土地 ノ情況類似スル区域内ニ於ケル標準賃

貸価格ニ依ル 標準賃貸価格 トハ前項ノ区域 内ニ於ケル標準 ト為ルヘキ土

地ニ付貸主力公課修繕費其 ノ他土地 ノ維持ニ必要 ナル経費 ヲ負担スル条件

ヲ以テ之ヲ賃貸スル場合ニ於テ貸主 ノ収得スヘキ金額 ヲ謂フ」土地賃貸価

格調査法(大 正15年3月31日 法律第45号)第3条

10)中 西 博 ・坂 弘二 ・栗 田幸雄 「新地方 自治講座10地 方税」(第 一法規)

11)中 西 博 ・坂 弘二 ・栗 田幸雄 「新地方 自治講座10地 方税」(第 一法規)

前川尚美 ・杉原正純 「現代地方自治全集20地 方税 ―各論II― 」(ぎ ょう

せい)

12)木 下和夫監修 「固定資産税の理論 と実態」(ぎ ょうせい)

13)木 下和夫監修 「固定資産税の理論 と実態」(ぎ ょうせい)

(2)「 適正 な時価」に関す る見解

固定資産税の課税標準 となる価格は 、 「適正な時価をい う」 と規定 されている

(地方税法第341条 第5号)が 、これは極めて抽象 的な概念であるため 、たびたび

「適正 な時価」 とは何か とい うことが問題 とされてきた。

そ こで 、 「適正な時価」に関する種 々の見解 を整理 してみる。

1シ ャウプ勧告における 「適正 な時価」

シャウプ勧告では 、固定資産税 について、 「本税は 、現在の賃貸価格の年額

ではな くて資本価格を課税標準 と してこれを課すること」 とし、資本価格 を採

用す るよう勧告 している。ここでい う資本価格 については、 「ここに狙 ってい

る資本価格は、自由市場 におけるそれであ って 、地代家賃統制 によ って指定 さ

れた現行の低い地代家賃を資本還元 して得 られるものではない」 と述べている。

具体的には、農地以外の固定資産 については 、戦前 の賃貸価格の200倍 した も

のを当時の 自由市場を仮定 した場合の賃貸価格の概算見積額 と し、それを5倍

した ものが当時において 自由市場で売却 される場合 に得 られるべ き価格あるい

はそれを再建する費用にほぼ該 当するであろうとしている。この、資本価格 を

「適正な時価」 とす る見解の もととなる考えとしては、一般に資本財は富を生

産す るために使用 される土地以外 の財貨であるが 、土地は 、地 代を生むとい う

点で資本が利子 を生むの と類似の作用をすることか ら、土地の価格は地代 を平

均的な利子率で除 して得 られるというところか らくる ものであ る。
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2文 献にみる 「適正な時価」

次 に、学識経験者等による 「適正な時価」 に関する見解 を、各種の文献か ら

整理 してみ るが 、一般的に現行制度を肯定する 「市場価格」 とす る見解が主流

を占めるよ うに見受け られる。

ここでは 、ア.市 場価格 とするもの イ.収 益価格 とす るもの ウ.そ の他

に分類 してみた。

ア.市 場価格 とするもの

一般 に多数の経済主体が財貨 を取 り引 きする場を市場 とよび
、その市場 に

おいて需要 と供給が一致す る点で決定する価格が市場価格である。土地(な

い し固定資産)に ついて も、他 の財 と同様 にこのような市場が存在す ること

を仮定 し、そこで需給関係によ って成立す る価格が 「適正 な時価」であると

す るのが 「市場価格」による説 明である。

これに係る見解 としては次のようなものがある。

(ア)和 田八束 「土地税制の問題点」(ジ ュリス ト1971年4月10日476号)

「課税標準 を市場価格 とす るばあいは、投機 的な土地所有 、奢侈用土地 、

公共投資などによる地価上昇を捕捉することが 、収益標準 にくらべて優れ

ている。したが って 、シャウプ税制による課税標準の変更は 、地価変動の

はげ しくなるそのごの事態に即応 したものであったといえる。しか し、市

場価格 を課税標準 として も、台帳制によっているため 、地価変動 に応 じて

台帳価格が容易に修正 されないとい う問題がある 。」

(イ)奥 野誠亮 「地方税法」(羽 田書店)

「価格 というのは 、当該固定資産の貨幣に対する交換価値の ことである 。

地方税法は適正なる時価をい うもの としている(法341V)。 したが って 、

市場における売買価格のあるものは 、それ によるべ きであ ろう。現実の市

場価格 は、市場ごとに動いているので、正確には 、市場価格の中心をなす

いわゆる正常価格 によるべ きである 。」

(ウ)鎌 田要人 「税務会計全書 固定資産税」(税 務経理協会)

「一般 に経済学 において 、(イ)単一の経済主体の統制が価格 に対 して何 らの

重要 なる影響をもたぬこと及 び(ロ)生産財乃至生産要素の有利なる生産部門

への移動が 自由であることの二条件が貫徹せ られる場をもって完全市場 と

規定 し、このよ うな完全市場 において一財 に対 して多数の売手 と買手が存

在 し、取引がその間に行われる際 に成立する価格をもって完全競争価格 と
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されるのであ るが 「適正な時価」 とは理論的 、抽象的 には まさにこのよう

な完全競争価格を指す ものと解すべ きであろ う。」

「… … … 「適正な時価」とは、処分価格を指すものであるか或いは調達価

格を指すものであるか ということについても議論が分れる ところであるが 、

これは調達価格 を指すもの と解す るのが相 当であろう。

蓋 し、固定資産税は前 にも述べ たように財産税であ り、固定 資産の財産

価値に着 目して課税 されるものである。固定資産は 、通常それを売買 して

その差益を生み出す ところに財産価値が 見出され るものではな く、それを

所有 し、使用収益するところに財産価値が見出されるものであ るか ら、そ

の価格は、固定資産を所有 し、使用収益するために新たにその現況におい

て取得する とした場合 において客観的に想定される価格即ち調達価格 を指

す ものであると解すべ きであろう。」

(エ)石 川一郎 「精講固定資産税」(中 央経済社)

「固定資産税 は、一般には、財産税であると認め られるので 、その課税標

準も価格すなわち適正な時価 によるもの とすべ きである 。もっとも適正 な

時価 とは具体 的にはどのような価格をいうかは最 も問題の存す るところで

あるが 、一般には 、完全競争の下 において成立す る市場価格=資 本価格 を

い うもの と解すべきであろう。この場合において 、固定資産税は、財産税

であ り、その所有者の状態に着 目して課 されるべ きものであるので 、その

市場価格 とい うのも、再販売価格 というよ りも、む しろこれを調達 しよ う

とす る場合 において成立する市場価格 とみなされ るべ きものであろう。」

イ.収 益価格 とするもの

(ア)米 原淳七郎 「私の固定資産税論」(税 昭和61年2月 号)

「… …
…固定資産税 は、毎年毎年確実に徴収される税である 。しかもそれ

は 、相続税の場合のように、納税者が資産を売却 して支払 うことを予定 し

た税ではな く、年々の収益か ら支払 うことを予定 した税である。固定資産

税を応益原則 にもとづ く税 と考えるとき、その税額は公共サービスか らの

利益を下回るべ きであるし、また 、公共サ ービスからの利益が 、土地の収

益を上回ることはないと考え られるからである。したがって固定資産税の

税額はその年度 における収入 を基礎 として算定 されるべきである。すなわ

ち本年度の税負担は、本年度の収益を基礎 として決められるべ きである 。

このように考えるとき、将来収益の可能 性とい った不確実性 をみ こんで決
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まる取 引価格は 、固定資産税 における土地の評価額 として は不適切である。

やは り本年度の固定資産税額を決める本年度の評価額は 、本年 度の収益 を

基礎 とする収益還元価格 として決め られるべ きであると考 えられる。

ところでここでい う本年度の収益は、何 も実際の収益である必要はない

し、む しろそ うでない事がのぞま しい。現実の収益は、土地を利用する人

の能力によ って違 って くる 。これ まで見てきたように、金融機 関等は高 い

収益をあげ うるが 、空地のままに している地主の場合土地 の収益 はゼロで

ある。この場合 、両者間 に差 をつけて課税するのは 、む しろ能力説 にもと

づ く課税であ り、利益説的課税ではない 。利益説的課税では、実際 にどれ

くらいの収益が上が っているかに関係 なく、同 じよ うな公共サ ービスの利

益 を受けていると考え られる土地は 、同じように課税 されるべ きである 。

したが って 、固定資産税の評価に際 しては 、その土地 をその場所にふ さわ

しい標準的な用途で利用 した場合 、最低限 どれ くらいの収益が上が るかを

考 え、その収益を標準的な割引率で還元 した値を用いるべ きである。」

(イ)北 野弘久 「企業 ・土地税法論」(勁 草書房)

「……
…た とえば 、農民 にとっては一定面積 までの農地はまさに生存権 的

財産であ ります 。また 、庶民 にとってはその有する一定面積以 下の住宅地

はまさしく生存権的財産です 。このような生存権的財産に対す る固定資産

については 、現実的 にも、通例 、市民的取引価格なるものは存在 しない と

みなければならない し、理論的にも、市民的取引価格で課税標準 を計算す

ることは合理的であるとはいえません。この種の類型 につ いては、特別 の

評価方式、たとえば 、収益還元方式で課税標準 を計算するのが望 ま しい と

いえましょう。」

ウ.そ の他

(ア)石 島 弘 「資産税の時価以下評価 による課税 と租税法律主義」

(租税法研究 昭和58年10月5日 第11号)

「… ……固定資産の時価 については 、売買価格 、再取得価格 、利用価格 ・

収益還元価格な どの考え方がある。地方税法は 、固定資産税の課税標準 を

資産の価格 としての評価基準を時価 と規定 しているが 、その性質 について

は積極的 に規定 していない。固定資産税の性質の理解は視点の違いによ っ

て容易に変わ りうるのであり、課税標準の把握を性質論か ら出発 しなけれ

ばな らないとすることには疑問がある。そ して固定資産の所有は 、常 に使
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用収益のためではなく、値上がり利益を期待 して所有する場合や販売を目

的として所有する場合もあるから、時価を一般的に再取得価格とか収益還

元価格とすることも妥当とは思えない。使用収益がなされていない遊休地

に対 しても固定資産税は課されるから、固定資産税の時価は資産の客観的

価値すなわち、それを通常の取引価格もしくは交換価値で評価 した価額で

あることを原則とし、取引価格が存在しない場合もしくはそれによること

では適正に時価を反映しえない場合に、再取得価格や利用価格 ・収益還元

価格により評価することが妥当であると思われる。」

(イ)村井 正 「資産税における評価 】(租 税法研究 昭和59年10月10日 第12号)

「… … …客観的価額 については、上場株式の様に 、公正な取引市場が存す

る場合 と、土地の様 に類似性 はあ って も、本来同一性がな く、果 して地価

市場が成立 しているのかが疑わ しい場合 とでは異 なるだろ う。後者の様 に、

市場の成立 を観念す ることが困難 な場面では、それだけ客観的価額が成立

しにくい。土地の性質 に照 らし、完全な意味での主観 的要因の排除が困難

である とすれば 、で きるだけ多 くの主観的価額の情報 を集 めること以外 に、

これを客観化する方法はなかろう。しかも、土地 については 、厳密にい う

と例えば上場株式の様な公開市場は成立せず 、現実 にあるのは 、いわゆ る

精通者意見 、仲値相場ない し仲間相場 と呼ばれる ものがあるにす ぎない 。」

3判 例 における 「適正な時価」

ア.昭 和30年7月14日 奈 良地裁判決(判 旨)

「固定資産は 、単なる交換価値を 目的 として所有 される ものではな く、それ

を使用収益する価値 に着 目して所有 されるものであるか ら、地方税法第341条

第5号 の適正な時価とは、これを使用収益するためにその現況において取得

す る場合の価格 をいうもの と解すべ きである。」

「固定資産としての宅地の評価は、売 買価格主義が他の方法よ りも優れてい

るというべ きである。」

イ.昭 和31年5月17日 京都地裁判決

「固定資産税の性質はいわゆる物税で あって 、課税対象たる固定資産その も

のの価値に着眼 して課せられる財産課税であるから、担税力はその物自体の

滞有している客観的価値に応 じ決定せられるべく、その物の所有者の所得の

有無や所有者がその物を如何に活用 し経済利益を得るかという手腕の有無そ

の他一切の人的要素により左右せらるべきでない。従 つて課税標準たる固定
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資産の価格(法 第342条 第2号[編 注 、現行法第349条 及び第359条])即 ち

「適正な時価」(法 第341条 第5号)と い う意味も当該物件 自体の価値 に着眼

せねばな らぬ ことは当然である ところ、時価 とは通常の場合取 引市場におけ

る需給の経済法 則によって形成 される具体的交換価値即 ち売買価格をいう」

ウ.昭 和34年6月16日 静 岡地裁判決

「地方税法にい う固定資産の価格 、す なわちその適正な時価 とは本来その通

常の取引価格 を指す もの と解すべ きであるが 、評価は常 に公平になさなけれ

ばならないから、評価の基準 として示 される知事の坪 当り平均価格が課税政

策上必ず しも通常の取引価格の平均 と一致 しない現在 においては 、決定 され

た価格が通常の取引価格 を著 しく超える場合はもちろん 、これを超 えない場

合で も、課税政策上その他の正当の理 由な しに、他 とはなはだ しく均衡 を欠

く場合には、その価格は適正でな く、その決定は違法 となるもの というべ く、

価格が前年度のそれよ り著 しく上昇 している場合でも 、それが通常 の取引価

格以下であり、他 との均衡をはなはだ しく欠 くことが なければ 、違法 とはな

らない ものと解するのが相当である。」

エ.昭 和52年11月7日 名古屋地裁判決

「固定資産税 、都市計画税の性質か らして 、その課税標準 たる土地の価格 、

す なわち 「適正な時価」 とは 、正常な条件の もとに成立する当該土地全体 の

取 引価格 、す なわちその土地 自体の客観的価格をい うもの と解せ られ る」

(3)現 行評価基準 における 「適正な時価」の考 え方

現行の評価基準における農地 ・山林の評価は 、他の地 目と同様 に売 買実例価額

か ら比準 して 「適正な時価」を求め る方式(売 買実例価額比準方式)と なっている。

(参考) 固定資産評価基準 第1章 第2節 田及び畑二

4標 準 田又は標準畑の評 点数の付設

標準 田又は標準畑の評点数は 、次によって 、田又は畑の売 買実例価額

か ら評定す る当該標準田又は標準畑の適正な時価に基づいて付設する も

の とす る。

(1)売 買の行われた田又は畑(以 下 「売買田畑」 とい う。)の 売買実例

価額 について 、その内容を検討 し、正常 と認められない条件がある場

合においては 、これを修正 して 、売買田畑の正常売 買価格 を求めるも

の とする。
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(2)当 該売買田畑 と標準田又は標準畑の地形 、土性 、水利 、利用上の便

否等の相違を考慮 し、(1)に よって求め られた当該売買田畑の正常売 買

価格か ら標準 田又は標準畑の正常売買価格 を求め 、これに 自治大 臣が

定める農地の平均10ア ール当 り純収益額の限界収益額 に対す る割合 を

乗 じて標準田又は標準畑の適正な時価 を評定するもの とす る。

(3)(2)に よ って標準田又は標準畑の適正な時価 を評定す る場合において

は、基準 田又は基準畑 との評価の均衡及び標準田又は標準畑相互間の

評価の均衡 を総合的に考慮す るもの とする 。

(山林も同様の方法である。)

なお 、市街化区域内の田畑 、いわゆる介在田畑及び介在山林 については、上記

の方法 によ らず 、附近の宅地等の価額 に比準 して評価を行 うこととされている

(評価基準第1章 第2節 一ただ し書 ほか)。

また 、 「固定資産評価基準の取扱 いについて」(昭 和38年12月25日 自治乙固発

第30号 いわゆる依命通達)に おいては 、 「田又は畑の評 価において求める田又

は畑の正常売 買価格は 、田又は畑 として利用す る場合 における田又は畑の正常売

買価格であるので 、売買田畑が市街地の近郊 に所在するため 、売買田畑の売買実

例価額が田又は畑 として利用する場合 における当該 田又は畑の売買価額 をこえ る

額である と認められる場合における当該売 買田畑の正常売買価格は 、田又は畑 と

して利用す る場合における当該田又は畑の売買価額を基準 として求めるものであ

ること。」(第2章 第2節10)と されてお り(山 林 も同様(同 第7節28))、 あ

くまで農地 を農地 として、山林を山林 として利用する場合の価格 を求め るべ きで

あると している。

すなわち 、農地 ・山林の売 買に含 まれているいわゆる宅地見込地的な期待要素 、

近郊の市街地の影響等は一切排除すべ きであることが明確 に示されている。(た

だ し、市街化区域農地 、介在田畑及び介在山林は除 く。)

なお 、田畑 について、 「農地の平均10ア ール当 り純収益額の限界収益額 に対す

る割合 を乗 じて」いるのは、農地の売買は農業経営 を可能 とする程度の規模 の農

地 を単位 として行われることは一般 に皆無 に近 く、例えば 、北海道を除いては10

アールない し15ア ール程度の農地を単位 と して切売 り買足 しの形 で行われるのが

通常であ り、小規模農業が一股的である我が国の農業経営 においては 、買受け農

業者 は この買足 しに伴 う耕作面積 の拡大 によ り農業経営 の効率 を増進す る事情

(買足 し前の耕作面積では十分稼働す ることがで きなかつた労働力や機械力な ど
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を買足 し分に投入で きるので 、それだけ農業経営 の効率 を増進する)に あるので 、

農地の売買実例価額 は農地の平均収益額を超える限界収益額を前提 と して成立 し

ていると考 えられるためである。したが ってその売買実例は常に割高 に出ること

になるが 、個 々の田畑 について実態 に即 した修正 を市町村長の判断によ って行 う

ことは技術的 に非常に難 しい上 に、その修正が不均衡になるおそれがあるため 、

一律 に限界収益 を基礎 とする修正を行 うこととしているものである
。(現 行の修

正率は0.55と されている。)

(4)「 適正な時価」の求め方 についての検討事項

以上を踏まえた上で、農地 ・山林のr適 正な時価」の求め方について、 どの よ

うな観点か ら検討すべきかまとめてみ る。

1基 本的考え方

まず 、求めるべ き 「適正な時価」についての基本的な考 え方 について検討す

る必要があろう。

前述(3)の とお り、農地 ・山林の 「適正 な時価」は、農地を農地 として、山林

を山林 として利用する場合の価格であるとされているが、 この基本的な考え方は

今 日妥当なものかどうか とい う問題である。

2の(2)で 指摘 したとお り、現実の売 買価額 と評価額 とのかい離は極めて大 き

なものとな っているが 、これは 、現実の売買は宅地 見込地 としての期待要素や

市街地の影響が含 まれるのが もはや一般的となっているとい うことを表 してい

るとも考え られる。このような現状を考慮 しない評価を今後も続けて差 し支 え

ないか どうか とい う点 には、疑問の余地 もある。

この ことについて 、現 行の評価方法 においては 、宅地見込地 としての要素 、

市街地の影響等は 、市街化区域農地 、農地法 による転用許可 を受けている等の

介在 田畑及びいわゆる介在山林 において100%反 映 させ 、これ以外 については全

く考慮 しない とい う択一 的な取扱 いがなされているが 、例えば 、 「宅地 として

の熟成度」 を捉えて評価 に反映 させる とい う方法 も考 えられる 。しか しこの考

え方は 、市場価格 あるいは取引価格 といつた売 買実例価額 を重視 した ものであ

るといえるが、すべての土地は最終的には宅地 になるということを前提 にして

いる ことにな り、特 に農地の場合の法律 による転用制限等の規制 を考慮 しない

ことにもな りかねず 、また 、土地評価全体の流れ 、すなわち 、バブル的な要素

を極力排除 しようという方向からは逆行す るものである とも考 えられ、その検

討 に当た っては 、慎重 になされるべきである 。
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要 は、現実 に高い売買が行われているという点を重視す るか 、本来の純粋な

農地 ・山林 としての価格を重視するか という問題 、言い換えれば 、 「あるが ま

まの価格」 と 「あるべき価格」のいずれ によるか とい う問題で ある 。いずれに

しても、評価方法 を検討する場合の出発点となる問題であ り、現行評価基準が

制定 された昭和38年 当時 との状況の変化等を考慮すれば 、本格 的に検討 してお

く必要があると考える。

2農 地の分類

現 行評価基準の考え方においては 、農地 について、

ア 市街化区域農地(ウ に該 当す るものを除 く。)

イ 農地法第4条 第1項 及び第5条 第1項 の規定 によ り、宅地等への転 用許

可を受けた もの

ウ 宅地等に転用することが確実 と認め られるもの(市 街化区域内の農地で

転用届出がな されたもの 、農地法 によ り転用許可 を要 しないもので一定の

法的行為があ り転用が確実 と認め られるもの、その他事実上転用が確実 と

認め られるもの)

エ 上記以外の農地

に分類 し、アの市街化区域農地及びイ、ウのいわゆる介在農地 については宅地

等の価額を基準 とした評価 を行い 、エのいわゆる一般農地 についてのみ農地 と

しての価格を求めることとしている 。つまり、1で も述べたように 、評価の基

本的な考 え方の点で 、農地を2つ に大別 しているのである。

一方 、相続税 においては 、農地の価額はその農地の転用許可の可能性 に応 じ

て相当の高低が生ず る事実に着 目し、転用許可の難易の程度に応 じて、純農地 、

中間農地 、市街地 周辺農地及び市街地農地の4つ に分類 して評価を行 っている

(参考資料1及 び(注)参 照)。 具体的には、

ア 純農地及び中間農地については倍率方式 とし、中間農地 は純 農地よ り高

い倍率 によって評価する

イ 市街地周辺農地及び市街地農地 については比準方式 とし、市街地周辺農

地 については市街地農地の80%相 当額 によって評価 し、市街地農地 につい

てはその農地が宅地である とした場合の価額を基準 にして評価す る

とされてい る。

固定資産税における市街化区域農地 、介在農地 と、相続税における市街地農

地 とはほぼ一致するものであるので 、結局 、固定資産税 における一般農地を相
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続税の場合は3形 態 に分類 していることになる 。

1に おいては 「あるべ き価格」 と 「あるが ままの価格」のいずれ によるべ き

かとい う問題を指摘 したが 、このように転用の可能'性とい う観点か ら、現在1

形態 として とらえ られている一般農地 をい くつかに分類す るの もひとつの方法

であ る。

(注)農 地の転 用許可の方針の概略は次のとお り

12及 び3に 掲げる区域以外の区域にある農地 の転用許可は 、農地転

用許可基準 に基づいて行われるが 、当該基準 においては 、農地 を第一

種農地 、第二種農地及び第三種農地に区分 し(参 考資料2参 照)、 転

用許可の申請があった場合 には 、第一種農地は原則 として許可 をせず 、

第三種農地は許可 をす るものとし、第二種農地は 、第三種農地 に次 い

で許可をする建前 にな っている 。

2都 市計画区域は原則 として 「市街化区域」 と 「市街化調整区域」 と

に区分されるが 、

1「 市街化区域」内にある農地 については、転用の届出が受理され

れば 、転用許可 は必要ないこととされている。

2「 市街化調整区域」 内にある農地の転用許可は 、調整 区域許可基

準 に基づいて行われるが 、当該基準 においては、農地を甲種農地及

び 乙種農地 に区分す るとともに、乙種農地 についてさらに第一種農

地 、第二種農地及び第三種農地 に区分 し(参 考資料2参 照)、 転用

許可の申請があ った場合 には 、甲種農地 と乙種農地の うちの第一種

農地は原則として許可をせず 、第三種農地は原則 として許可するも

のとし、第二種農地は、第三種農地 に次 いで許可をする建前 にな っ

ている。

3農 業振興地域内の農用地区域 にある農地 については 、 「農用地利用

計画 において指定 された用途以外の用途 には供 されないように しなけ

ればな らない」(参 考資料3参 照)も の とされている。

3売 買実例方式と収益価格方式

既 に述べたように、現行の評価 は売買実例方 式によっている ところであるが 、

これ に相対す る収益価格方式による評価の可能性 について検討す ることも有効

であると考 える(土 地評価の方式については 、さらに原価法 と呼ばれるもの も

あるが 、造成 による場合以外は適用 しかねる手法であ ると思われるため、ここ
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では検討対象か ら除外 した)。 売 買実例方式については 、2の(1)で 指摘 した と

お り、売 買実例の減少等か ら、適正な運用が困難 とな ってお り(上 記1の 「あ

るが ままの価格」 を求めるということな ら可能であるが)、 これに代わるべ き

方法 として真 っ先 に考え られるのは 、収益価格方式ということになろう。

そ もそ も売買実例方式は、昭和36年3月 に出された固定資産評価制度調査会

答 申を踏 まえて採用 されたものである。答申では 、 「課税の基礎 となる固定資

産の価格 を時価によるもの とす ることは 、時価が資産の価値を、通常、最 も適

正 に、かつ 、客観 的に表現するものであること、過大な 、若 しくは不均衡 な評

価が行われた場合 においても、納税者が比較的容易に判断 を下す ことがで きる

ので 、納税者の立場 を保護す ることになること等の観点か らして 、適切である

と考 える 。」 「土地の評価は、売 買実例価格を基準と して評価す る方法 による

べ きである。土地の評価方法 については、売買実例価格を基準 として評価す る

方法 のほか 、農地 については、耕作 による収益額 を資本還元 して評価す る方法 、

その他の土地 については、賃貸料等の収益を基準 として評価する方法が考え ら

れるが 、農地の耕作による収益額 、資本還元率等 について客観的な数値を見い

だす ことが 困難である し、また、その他の土地の実際賃貸料等は 、種々の事情

によ りはなはだ しい格差があ り、評価の基準 として とり得ないので 、土地の評

価 は 、各地 目を通 じ、売買実例価格を基準 として評価す る方法 によることが適

当である。」 としている 。しか し、2に おいて指摘 した現状 を考えれば 、上記

答 申の前段部分は、もはや売買実例方式採用の合理的理 由とはな り難い と言わ

ざるを得ないであろう。

ところで 、自治省においては 、両者は手法こそ違 うものの 、結果的 には同 じ

価格を異な った角度からアプロ―チするものであるとの説明が試み られてきた 。

すなわち、例 えば農地の場合 、 「農地の適正な時価は 、耕作 目的の正常な売 買

価格 によるとされているが 、その場合の売買価格は 、一般的に農地 の収益性 を

反映 して形成されているということを前提 に評価 してお り、その意 味では 、農

地の評価は 、その土地の生産力を基準 に評価 しているといえる」(平 成2年4

月17日 衆議院地方行政委員会 自治省税務局長答弁)と して、本質的 に両者は同

じ価格を求めているものである、との説明である。

また、評価基準の改正時に売買実例方式が採 用された理 由についてみてみる

と、ア.収 益価格 を算出する場合 の技術的な問題 イ.売 買実例方 式の容易性

ウ.農 地 についてのみ評価方法を別 にしなければな らないとい う積極的な理
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由は見いだせない とい った、どちらか といえば消極的な理 由のみであ り、必

ず しも収益価格方式その ものが完全に否定 されているわけではない 。

したが って、少なくとも収益価格方式 について検討の余地はあるということ

になるが 、その場合 、収益額の算定(特 に自家労賃の算定)方 法 、資本還元率

の決定方法等 、解決すべ き問題が少な くないのも事実であ り、このよ うな問題

が実際 に解決で きるかどうか を平行 しなが ら検討 してい く必要があ ることは言

うまでもない。また、ここでい う収益 は、現実の収益 を求 める方法 と、あるべ

き収益(前 述(1)2)を 求める方法とが考え られ 、この点 も併せて検討 してい く

必要がある 。

さらに、必ず しも売買実例方式あるいは収益価格方式のいずれか一方に限定

する とい うことではな く、売買実例方 式をとりなが ら収益価格方式 によ って導

き出 した価格 によ ってそれを補強する方法 、あるいはその逆の方法 とい った 、

両者のいわば複合型 とで もいうべ き方 式も考え られるので 、検討事項 として加

えるべ く示唆 してお きたい 。

4鑑 定評価価格の活用

次 に、農地 ・山林の評価において 、不動産鑑定士による鑑定評価価格 を活用

する ことが可能かどうか という点 について検討 してみ るべ きである。

平成6年 度の評価替 え以降 、宅地の評価 においては、地価公示価格 、都道府

県地価調査価格 と並んで 、不動産鑑定士 または不動産鑑定士補 によ る鑑定評 価

価格が活用 されているが 、同様の方法 を農地 ・山林においても採用で きないか

どうか とい う観点か らの検討である。

不動産の鑑定評価 に関する法律(昭 和38年7月16日 法律第152号)第55条 にお

いては 、 「農地 、採草放牧地又は森林 の取引価格(農 地 、採草放牧地及び森林

以外 のもの とするための取引に係 るものを除 く。)を 評価する とき」は 、 「こ

の法律 にい う不動産の鑑定評価に含まれない ものとす る」 とされている。

これは 、不動産の鑑定評価制度の創設の背景である地価の高騰及び混乱の原

因が宅地価格の高騰であ ったのに対 し、農地法や森林法の規制 の下で農地を農

地 、山林を山林と して取 り引 きされる価格は 、それぞれの用途 に基づ く収益力

に着 目して決定され 、安定的であ ったために、この法律でい う不動産 の鑑定評

価には含めないとされた ものである。

このため、実際の不動産の鑑定評価実務 においても、農地を農地 、山林 を山

林 として鑑定 している実績は少ないのが実情である。
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また、現 行の固定資産税評価 においては不正常要素 とされる宅地 見込地 とし

ての期待価格や市街地の影響 とい った ものについて、鑑定評価の場合 には考慮

されることにな り、両者の間 には価格の とらえ方の相違が存在する ことになる。

したが って、不動産鑑定士等 による鑑定評価 を活用す るためには 、まず この

ような価格のとらえ方の違いを解決 し、その求めるべ き価格を明確 に しなけれ

ばならないだろう。

(5)ま とめ

農地 ・山林の 「適正 な時価」の求め方 について 、その方 向性を考えてみたが 、

最後に、以上 を踏 まえて整理 してみ る。

まず 、(4)1で 触れたとお り、農地 ・山林の価格の基本的考え方を変更す るか否

かによ ってその方向が大 きく異な つてくる。基本的考え方を変更 しない場合は 、

現行 と同じ農地 ・山林 としての価格 、す なわち 「あるべ き価格」を求めることと

な り、変更す るとした場合は 、農地 ・山林 としての価格 に拘束 されない 「あるが

ままの価格」 を求めることとなる。また 、(4)2で 述べたように農地 をい くつかの

形態 に分類 し、 「あるべ き価格」 として評価する ものと、 「あるがままの価格」

として評価す るもの とに分ける とい う方法 も考え られる。

次の段階 として 、評価手法 を変更す るか否かによ って 、その方向は2つ に分か

れる。評価手法の変更 とは 、(4)3で 述べた現行の売買実例方式 とするか収益方式

とするかとい う選択肢である。なお 、この場合 、評価基準の変更の必要性も生 じ

ることとなろ う。

さらには 、(4)4で 触れたように、具体的な評価 に際 して鑑定評価を用いるかど

うか という選択が生 じる。

以上を図示すれば 、別図-4の よ うになる。

簡単 に分類 してみ ると、AとBは 、不正常要素 も含んだ価格 を一旦求め 、ここ

か ら不正常要素 によると認められる部分を控除す る 「控除方式」 とで もい うべ き

もので 、現行の評価方法をさらに具体的 にしようとするものであ る。C・Dは 直

接収益価格 を求めるもの、E・Fは 現行の価格の基本的な考え方(求 め るべ き価

格)を 変更 したものである。AとB、CとD、EとFは 、それぞれ 、具体的な評

価の段階で鑑定評価 を活用す るかどうか によって分かれているものである。また 、

GはA・Bと は逆の 、 「加算方式」 とでもいうべ きものである。

これ らは単純に図式化 したものであ り、各方式は、相互 に関連 しあ う部分 も多

い。例 えば 、BとDと は同じ鑑定評価 とい う手法 を用いる ものであるが 、Bは 一
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般の鑑定評価で求めようとす るのに対 して 、Dは 収益価格 としての鑑定評価で求

めようとする ものである。さらに、Bの 基本 となる鑑定評価価格は 、場合によ っ

てはFに 近い価格 となることもあ り得る 。また、A～DとE～Gと は 、価格の基

本的考 え方 に相違がある以外 は同 じものであ り、AとE、BとFは それぞれ評 価

方法 自体は同一の ものである 。(し たが って 、A、Eは 、評価方法 自体は現行の

方式 に変更は加えていないことになる。)

各方 式にはそれぞ れ問題点があ り、その実現の可能性 も含めて 、さらなる検討

が必要 である 。
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III 今後 の農地 ・山林評価の検討課題

1具 体的評価方法の検討'

評価基準が改正 されて既に30年 が経過 した ことになるが 、この間の社会情勢の変

化等からすれば 、評価方法と実情 とでそ ぐわない部分が生 じてきている ことには 、

やむを得ない面 もある といえる 。売買実例方式自体 に問題があるとは考 えないが 、

現実問題 として 、その運用に支障 をきた しているのは事実である。

宅地の評価 について 、地価公示価格等を活用する ことによ って均衡化 ・適正化が

進め られている状況 において、次 なる評価上の課題 は、農地 ・山林 の合理的 ・客観

的な評価であ り、この点 、市町村か らの要望 もます ます強 くなるであろうことは想

像に難 くない 。

具体的な評価方法 については、平成9年 度評価替 えを目標 に、これまで述べて き

た基本的な問題 に加 えて 、

・宅地 見込地 と一般農地 ・一般山林 とをどうや って区別するか

・農地法等の規制 との関係をどう整理するか

・収益価格の場合 、客観的数値をどうや って把握す るか

・綿密な調査 ・資料の収集を要す る場合 、人員 ・経費等 をどうするか

とい った細かな問題も考慮 しなが らさらに検討 され るべ きである 。

また、ここまで 、農地 と山林 とを特 に分けることをせず 、ほ とんど同一の もの と

して検討 して きたが 、山林の場合 、資本割合が大き く、また 、利益の還元 には長期

間を有す るなど、農地 とは異なった部分が認められ る。さらに、農地 と比較 して 、

一般的には宅地等 に転用す る可能 性も低いと考え られ(た だ し市街地近郊の平地林

等はむ しろ逆の場合 もあり得る 。)、 両者 を同一の方法で評価することには問題が

生 じることも予想 されるので 、必要 に応 じて別の観点で評価す ることも考えるべ き

である 。

2評 価基準

具体的な評価方法の検討に際 しては、現行評価基準 との関係 について十分留意す

る必要が ある 。変更内容の如何 によっては 、評価基準 自体 の変更 も必要 となる場合

もあるであろうが 、その場合 、他の地 目の土地の評価方法 、特 に宅地 との関係 につ
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いて 、理論的整合性 を保つ ことが重要である。

すなわち 、土地の評価 は、基本的 には売買実例価額を基準 と して行 うとい う統一

性が保たれてお り(特 殊な形態の土地は除 く)、 地 目間でみだ りにその基本的な基

準 を変更するこ とは 、評価理論上好 ましいことではな く、固定資産評価制度調査会

答 申の趣 旨にも反する ことになる 。仮に農地 ・山林のみ別の評価方法を とろうとす

る場合は、確 固たる理論的根拠 を伴 うべ きであり、その検討に当た っては 、単に最

も適 した評価方法を探ることのみにとどまらず 、常 に土地評価全体のバ ラ ンスにも

配慮 しなが ら進め られるべ きである。

3税 負担

評価方法 に変更が生 じた場合 、評価額 にどのような変化が生 じるのか調査 し、そ

のあるべ き税 負担の水準 について も検討 ・考慮す る必要がある。

平成6年 度の宅地の評価替 えにおいては、評価の均衡化 ・適正化 とい う点 を最重

要課題 と し、大幅な評価の上昇 による税負担 の増加 については思い切 った負担の調

整措置をとる ことによ って対応する 、すなわち、評価 と税負担 とを切 り離 して考 え 、

税負担 の変化が評価額 に影響 を及ぼす ことがないようにとの配慮が なされたが 、今

後 、純粋 に土地評価 について検討する場合 、この考え方はひ とつの教訓 になるので

はないか と思われる。

したが って 、場合 によ ってはこのよ うな考え方も取 り入れなが ら、評価 、税負担

の両者について、そのあるべ き水準の検討がなされるべ きである。なお 、この場合

には、農業 ・林業政策 との関係 にも十分配慮する必要がある。
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別表-1 固定資産税における農地 ・山林評価の沿革

年度

評

価

制

度

上

の

改

正

点

具

体

的

な

評

価

方

法

昭和25年 度

・地方税法の制定

・固定資産税の創設

・賦課期日の変更

(4/1→1/1)

土地の価格は 「適正な時

価」とされたが、経過的措

置 として、

畑以外

:賃貸価格 ×900倍

畑:賃 貸価格 ×1,080倍

とされた。

(賃貸価格)

土地の貸主が公課、修

繕費その他土地の維持に

必要な経費を負担する条

件でその土地を賃貸する

場合に収得すべき1年 分

の金額で、地代又は小作

料と同意義。税務署で調

査決定し、土地台帳に登

録されていた。

昭和26年 度

・土地評価基準の制定(地 方

財政委員会)

賃貸価格倍数方式を採用

賃貸価格×評価倍数

1標 準田・畑 ・山林につい

て、農地にあっては収益

還元方式による評価額を

賃貸価格で除して得た数

、山林等にあっては売買

価額及び精通者価格(推

定売買価額)を 賃貸価格

で除して得た数を評価倍

数とする。

2評 価倍数を各筆の賃貸価

格に乗じる。

3畑 は、収益還元方式によ

る評価額に代えて標準畑

の売買価格を用いる、畑

の売買価額の田に対する

割合を乗じる、という方

法も必要に応じて採用。

(平均評価倍数)

田1,040倍

畑1,290倍

山林2,650倍

昭和27～28年 度

・評点式評価法の導入

・平均価額の指示

各筆の土地の評点数は、標

準地の評点数に比準 し、自然

条件、経済条件 、その他収穫

量、売買実例、賃貸価格等を

勘案 して付設し、各筆の土地

の価額は、各筆の評点数に平

均価額を基準として決定され

た評点一点当たり単価を乗じ

て求める。

(平均価額)

全国的な資料に基づき算

定した都道府県ごとの平均

価額を自治大臣が指示し、

これを基礎として比較的間

接的な資料によって市町村

ごとの平均価額を都道府県

知事が算定、指示する。
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昭和29～38年 度

・地目ごとの具体的な評点

表の提示

(1)農地評点式評価法

(2)山林評点式評価法

・評価基準に準じて価格決

定をしなければならない

旨の法定化(37年 から

は 「評価基準による」こ

ととされた。)

・据置制度の創設(31年

度から)

評点数の算出

田・畑=

(自然条件の合計評点

数×経済条件の合計評

点数×災害条件の係数

)× 当該農地の地積

山林=

(自然条件の点数×経

済条件の点数)× 当該

山林の地積

(評点表)

自然条件評点表、経済

条件評点表で定められた

評点項目ごとに評点を与

える方法。

田、畑にあっては、さ

らに農業災害による収穫

量の減収率を基礎にして

求めた災害条件の係数を

乗じる。

昭和39～50年 度

・評価基準の全面改正

(1)売買実例価額比準方式

の採用

(2)標準地比準方式の全面

的採用(農 地、山林の比

準表の提示)

(3)指示平均価額の算定方

法及び指示方法の合理化

(4)農地の限界収益修正率

の採用

・山林に対する負担調整措置

の導入

昭和51年 度～

・農地に対する負担調整措

置の導入

・標準地の評点数 は、売買実例価額から求めた正常売買価

格を基準に付設する。

・各筆の評点数は、標準地の単位地積当たり評点数に、比

準表(田 の比準表、畑の比準表、山林の比準表)に より

求めた各筆の土地の比準割合を乗 じ、これに当該土地の

地積を乗じて付設する。

・評点 一点当たりの価額は、市町村の実態に即 して算定さ

れた指示平均価額(自 治大臣叉は都道府県知事が指示)

に基づいて決定する。

・農地については、標準地の評定に当たって、10a当 た

り純収益額の限界収益額に対する割合による修正を加え

る。(農 地の限界収益修正率)
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別表-2

農

地

宅

地

山

林

土地に係る固定資産税の概況

地 目

雑

種

地

田

畑

計

住用

宅地

非用

住

宅地

区 分

一 般 田

介 在 田

市 街 化 区域 田
一 般 畑

介 在 畑

市街 化 区域 畑
一 般 農 地

介 在 農 地

市街化区域農地

小 規 模 住 宅
一 般 住 宅

小 計

個 人 非 住 宅

法 人 非 住 宅

小 計

計

塩 田

鉱 泉 地

池 沼
一 般 山 林

介 在 山 林

計

牧 場

原 野

ゴ ル フ 場 用 地

遊 園 地 等 用 地

鉄 軌 道 用 地

そ の 他

計

合 計

地 積

評 価 総

地 積

(A)

km
2

28,132

47

724

24,947

59

761

53,079

106

1,485

5,269

3,704

8,973

2,296

2,890

5,186

14,158

-
0

252

77,794

275

79,069

1,725

9,941

1,245

50

492

2,756

4,543

163,359

法定免税

点以上の

も の

km2

26,669

46

720

22,602

59

742

49,271

105

1,462

4,934

3,603

8,537

2,265

2,888

5,153

13,691

-
0

237

68,114

258

68,372

1,656

7,894

1,244

50

490

2,527

4,311

147,000

構成比

%

18.1

0.0

0.5

15.4

0.0

0.5

33.5

0.1

1.0

3.4

2.4

5.8

1.5

2.0

3.5

9.3

-

0.0

0.2

46.3

0.2

46.5

1.1

5.4

0.8

0.0

0.3

1.7

2.9

100.0

決 定 価 格

総 額

(B)

億 円

26,382

3,649

86,1 13

7,528

5,746

137,972

33,910

9,395

224,085

1,444,776

360,949

1,805,725

481,755

859,896

1,341,651

3,147,376

-
31

469

8

10,908

7,308

18,216

99

2,123

16,189

9,123

32,679

142,591

200,582

3,636,573

法定免税点

以上のもの

億 円

25,135

3,647

85,724

6,777

5,740

136,461

31,912

9,382

222,185

1,429,921

359,535

1,789,456

481,427

859,869

1,341,296

3,130,752

-

31

464

9,679

7,262

16,941

97

1,958

16,187

9,123

32,678

142,119

200,107

3,614,120

構成比

%

0.7

0.1

2.4

0.2

0.2

3.8

0.9

0.3

6.1

39.6

9.9

49.5

13.3

23.8

37.1

86.6

-

0.0

0.0

0.3

0.2

0.5

0.0

0.1

0.4

0.3

0.9

3.9

5.5

100.0

(注)1.本 表は、 「平成4年 度 固定資産の価格等の概要調書」によ った。

2.筆 数の実数は、〔 〕内の数値 によることが適当である。
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法定免税点

以上に係る

課税標準額

億 円

25,091

3,528

19,836

6,757

5,562

45,180

31,848

9,090

65,016

326,821

166,226

493,047

464,675

833,397

1,298,072

1,7 9 1
, 119

構成比

%

1.2

0.2

0.9

0.3

0.3

2.2

1.5

0.4

3.1

15.6

7.9

23.5

22.1

39.7

61.8

-

306

442

9,660

6,538

16,198

96

1,874

16,010

8,759

22,271

135,453

182,492

2,098,482

85.3

-

0.0

0.0

0.5

0.3

0.8

0.0

0.1

0.8

0.4

1.1

6.5

8.7

100.0

筆 数

評 価

総 筆 数

千 筆

32,036

117

1,335

27,906

187

1,767

59,942

304

3,102

35,405

*19,036

54,441

8,766

3,142

11,908

66, 350

-

13

237

29,634

405

30,039

97

8,091

386

31

1,453

5,880

7,750

175,925

*を 除 く

156,889

法定免税

点以上の

も の

千 筆

29,371

116

1,305

23,671

183

1,680

53,042

299

2,985

32,569

*18,024

50,593

8,489

3,124

11,613

62,207

-
13

201

23,373

354

23,727

87

6,037

384

30

1,450

5,069

6,933

155,531

構成比

*を 除 く

137,507

%

18.9

0.1

0.8

15.2

0.1

1.1

34.1

0.2

1.9

20.9

11.6

32.5

5.5

2.0

7.5

40.0

-

0.0

0.1

15.0

0.2

15.2

0.1

3.9

0.2

0.0

0.9

3.3

4.5

100.0

平均価格

(B)

(A)

円/m2

94

7,764

11,894

30

9,739

18,130

64

8,863

15,090

27,422

9,746

20,124

20,984

29,757

25,871

22,231

-
345,269

186

14

2,654

23

6

21

1,301

18,162

6,637

5,174

4,415

2,226
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別表-3 評価上昇割合の推移

区 分

全

国

田

畑

宅 地

山 林

大

都

市

田

畑

宅 地

山 林

都

市

田

畑

宅 地

山 林

町

村

田

畑

宅 地

山 林

昭和39年度

昭和38年度

倍

1.36

1.33

6.30

3.06

1.27

1.40

7.14

2.81

1.35

1.33

5.92

2.96

1.36

1.32

4.50

3.11

昭和45年 度

昭和44年度

倍

1.07

1.06

2.38

1.28

1.07

1.02

2.27

1.21

1.07

1.06

2.51

1.27

1.07

1.06

2.29

1.41

昭和48年度

昭和47年 度

倍

1.05

1.05

1.81

1.11

1.0 8

1.07

1.66

1. 11

1.05

1.05

1.9 2

1.10

1.0 6

1.05

2.02

1.12

昭和51年度

昭和50年度

倍
1. 11

1. 11

1.27

1.19

1.1 0

1.1 0

1.24

1.18

1. 11

1.11

1.29

1.19

1.11

1.11

1.30

1.20

昭和54年度

昭和53年度

倍

1.11

1.11

1.19

1.16

1.13

1.14

1.17

1.12

1. 11

1.11

1.20

1.16

1.12

1. 11

1.23

1.17

(注)1.田 、畑 、山林とも市街化区域農地、宅地等介在農地、介在山林等を除いたいわゆる一般

2.昭 和42年 度は通常の評価替えは行われなかった。

3.各 基準年度の前年に行われる調査(「 評価上昇割合等調」)結 果であり、地目の変換等

格の上昇割合とは一致 しないものである。
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昭和57年度

昭和56年度

倍

1.12

1.12

1.28

1.11

1

1

1

1

.10

.11

.27

.10

1.12

1.12

1.29

1.11

1

1

1

1

.13

.12

.31

.12

昭和60年 度

昭和59年 度

倍

1.12

1.12

1.23

1.05

1.10

1.10

1.21

1.03

1. 1 1

1.1 1

1.24

1.0 5

1.12

1.12

1.28

1.05

昭和63年度

昭和62年度

倍

1.05

1.05

1.12

1.Ol

1.

1.

1.

1.

05

03

14

00

1. 05

1.0 5

1.1 0

1. 01

1

1

1

1

.05

.06

.12

.01

平成3年 度

平成2年 度

1

1

1

1

倍

.03

.03

.23

.01

1

1

1

1

.02

.03

.30

.00

1

1

1

1

.03

.03

.19

.01

1.03

1.03

1.16

1.01

平成3年 度

昭和38年度

2.

2.

88.

7.

倍

55

47

96

14

2.

2.

88.

5.

36

48

89

65

2.

2.

92.

6.

51

45

47

79

2.

2.

72.

8.

62

48

51

27

農地、一般山林である(免 税点未満を含む。)。

によって各年度間の地積が異なる「固定資産の価格等の概要調書」の平均価
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別表-4 農地の価格を示す指標

1.調査主体

2.目 的

3.定 義

4.算定又は

調査方法

5.平 均額

6.5に 対す

る固定資産

税評価額の

割合(*1)

田 畑 価 格

(財)日本不動産研究所

大正2年 より日本勧業銀行で実施

していたものを継続して調査して

いるもの。

農地法施行令の買収価格などに関

係なく売手買手に相応と認められ

しかも耕作を目的とする田畑の自

作地を自作地として売買する場合

の価格。果樹園、茶園及び桑園は

含まない。

各都道府県で農地事情を最もよく

反映していると認められる市町村

を対象とし、市町村役場、農業委

員会、耕作者等に照会する。

数値が不明確なもの及び宅地見込

みが織込まれて著しく高額になっ

ているものを除いた全国及び都道

府県別の単純平均。

平成5年(全 国平均)

普通田1,177,410円/10a

普通畑665,261円/10a

田

畑

14.5%

8.2%

田 畑 売 買 価 格

全国農業会議所、都道府県農業会

議及び農業委員会

農地売買価格の全国的動向を把握

し、農地政策及び農産物価格政策

等の資料とする。

実際に取引された価格に基づき、

特殊な条件下での取引を除外した

平均的な価格。実際の売買がなか

った場合は推定価格。

昭和25年当時の全市町村を対象に

農業委員会が調査。全国平均は単

純平均。分類として、都計法・農

振法による区域別、上・中・下田

(畑)の別、自作地・小作地別、耕

作目的・転用目的別等がある。

平成4年(都 計法未線引農用地区

域内の全国平均)

中田1,983,000円/10a

中畑1,375,000円/10a

田

畑

8.6%

4.0%

農 業 投 資 価 格

国 税 局 長

農地等に係る相続税の納税猶予税

額の算定に用いる。(相続税負担

のために農地が細分化されること

を防ぐ。)

当該農地の所在する地域において

恒久的に耕作の用に供されるべき

農地として自由な取引が行われる

とした場合におけるその取引にお

いて通常成立すると認められる価

格。(実際の価格から、将来宅地

として転売すれば高く売れるであ

ろうという期待益を除いた価格)

国税局長が土地評価審議会の意見

を聴いた上で所轄地域(都府県及

び北海道のブロック)ご とに決定

する。

都市化の影響が少ない純農村地域

のデ―タ(売買実例、精通者意見

等)を基に検討。

平成5年(46都 府県及び北海道4

ブロックの単純平均)

田663,160円/10a

畑415,280円/10a

田

畑

25.7%

13.2%

(*1)固定資産税評価額は、平成4年度固定資産の価格等の概要調書による決定価格総額を評価総地積で除して算出した平

(*2)標準小作料を年4.5%の還元利回りで資本還元した額との比較である。

―38―



標 準 小 作 料

農 業 委 員 会

統制小作料制度の廃止(昭和45年

)に 伴い、借り手の農業経営の安

定と地域における適正な小作料の

形成を図ることを目的に設けられ

た。

農業委員会によって定められた小

作料の額の標準となるべき額(自

然的条件及び利用上の条件を勘案

して必要な区分を行った上で、そ

の区分ごとに定める。)

通常の農業経営が行われたとした

場合における生産量、生産物の価

格、生産貨等を参酌する。具体的

には、原則として次の算式(士地

残余方式)に よる。

標準小作料=粗 収益-(物 財費＋

雇用労働費+家族労働費+資本

利子+公租公課+経営者報酬)

平成4年(適 用面積による全国加

重平均)

田24,017円/10a

畑8,634円/10a

田

畑

31.9%

28.6%(*2)

農 業 所 得 標 準

市町村又は税務署

農家が所得税及び住民税の申告を

行う際に、事業所得(農業所得)

の計算の目安とするもの。

(課税上の計算)

農業所得の金額
=農業所得標準で計算した金額

-事 業専従者控除額

農家について実額を調査し、農林

水産省の作況報告や農業団体の意

見等を考慮して作成する。この場

合、地区協議会、協議会連合会等

を通じて隣接市町村間との権衡保

持、適用地域間の均衡を図ること

とされている。

平成4年(47指 定市町村の基準地

に係 る単純平均)

田98,678円/10a

畑78,630円/10a

均価格を、農地の限界収益修正率(0.55)で除したものである。
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別表-5 山林の価格を示す指標

1.調 査 主 体

2.目 的

3.定 義

4.算 定 又 は

調 査 方 法

5.平 均 額

6.5に 対する固

定資産税評価

額の割合(*1)

山 林 素 地 価 格

(財)日 本不動産研究所

昭和15年より日本勧業銀行で実施していたもの

を継続して調査しているもの。

用材林地及び薪炭林地の価格でいずれも立木を

含まない素地の価格。

各都道府県で林業事情を最もよく反映している

と認められる市町村を対象とし、市町村役場、

森林組合等に照会する。

数値が不明確なもの及び宅地見込みや観光開発

等で著しく高額になっているものを除いた全国

及び都道府県別の単純平均。

平成5年(全 国平均 ・普通品等)

用材林地79,439円/10a

薪炭林地52,774円/10a

対用材林地

対薪炭林地

17.7%

26.6%

地 価 公 示 価 格

(市街化調整区域内の現況林地)

土 地鑑 定 委員 会

一般の土地の取引価格に対して指標を与え
、公

共事業の用に供する土地に対する適正な補償金

の額の算定等に資し、もって適正な地価の形成

に寄与する。

土地について、自由な取引が行われるとした場

合におけるその取引(農 地、採草放牧地又は森

林の取引(こ れら以外のものとするための取引

を除く。)を 除く。)に おいて通常成立すると

認められる価格。

(=「 正常な価格」)

1地点につき2人 以上の不動産鑑定士又は不動

産鑑定士補の鑑定評価を求め、土地鑑定委員会

がその結果を審査し、必要な調整を行って、正

常な価格を判定する。

平成5年(市 街化調整区域内の現況林地の

全国単純平均)

15,762円/m2(全 国で69地点)

(*1)固 定資産税評価額は、平成4年 度固定資産の価格等の概要調書による決定価格総額を評価総地積で除して算出した

(*2)林 業本場林地……林業の中心にある地域又は地方の有名林業地で、有名林業地としての銘柄又はこれに準ずる用材

山村奥地林地……交通機関から判断して最も不便な山村奥地に属する地域内の林地。(平成5年113地 点)
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地 価 調 査 価 格(林 地)

都 道 府 県 知 事

左 と同 じ。

土地について、自由な取引が行われるとした場

合におけるその取引(農 地又は採草放牧地の取

引(こ れら以外のものとするための取引を除く

)を 除く。)に おいて通常成立すると認められ

る価格。

(=「 標準価格」)

1地点につき1人 以上の不動産鑑定十又は不動

産鑑定士補の鑑定評価を求め、都道府県知事が

その結果を審査し、必要な調整を行って標準価

格を判定する。

平成5年(全 国単純平均)

林業本場林地174,800円/10a

山村奥地林地145,590円/10a(*2)

林業本場

山村奥地

8.0%

9.6%

平均価格による。

を生産している地域内の林地。(平成5年161地 点)
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別表-6 農地 ・山林の評価水準

基 準 年 度

田

平 均 評 価 額A

不動研田畑価格B

A/B×100

昭和39年

90,365

194, 544

46.4

昭 和42年

89, 933

203,902

44.1

昭和45年

94,233

278,349

33.9

昭和48年

96,025

344,416

27.9

基 準 年 度

畑

平 均 評 価 額A

不 動研 田畑 価格B

A/B×100

昭和39年

34,593

85115,7

29.9

昭 和42年

32,387

123,202

26.3

昭和45年

34, 175

163, 077

21.0

昭 和48年

32,675

196,624

16.6

基 準 年 度

山林

平 均 評 価 額A

不動研山林素地価格B

A/B×100

昭 和39年

6,259

19,236

32.5

昭 和42年

5,944

20,586

28.9

昭 和45年

7,468

93

27,9

26.7

昭和48年

8,558

34,082

25.1

(注)具 体的には次の算式により算出 した。

Nを 基準年度とすると、

田、 畑 評価水準
N基 準年度概要調書平均価格(免 税点未満を含む。)/0 .55

N-2年 度不動研田畑価格全国平均価格(普 通田、畑)
×100

山 林 評価水準
N基 準年度概要調書平均価格(免 税点未満を含む。)

N-2年 度不動研全国平均山林素地価格(用 材林地)
×100
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昭 和51年

109,615

571,250

19.2

昭 和54年

122,718

735,046

16.7

昭 和57年

138,855

928,474

15.0

昭和60年

155,722

1,094,576

14.2

(単 位:円/千

昭 和63年

164,575

1,168,509

14.1

1

m
2
、%)

平成3年

170,311

,162,818

14.6

昭 和51年

37,282

352,771

10.6

昭 和54年

41,182

448,232

9.2

昭 和57年

45,958

555,906

8.3

昭和60年

51,022

650,794

7.8

(単 位:円/千m

昭 和63年

53,398

682,373

7.8

2

、 %)

平成3年

54,991

666,029

8.3

昭 和51年

10,059

60,460

16 .6

昭和54年

11, 727

73,012

16.1

昭 和57年

13,170

85,990

15.3

昭和60年

13,758

89,383

15.4

(単 位:円/千m

昭和63年

13,877

84,007

16.5

2

、%)

平成3年

14,032

82,252

17. 1
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別図-1 田の評価水準
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別図-2 畑の評価水準
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別図-3 山林の評価水準
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別 図-4 農地 ・山林評価の考え方
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価
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基
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的

考

え

方
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農地 ・山林

変 更 す る

あるべき価格

(農地.山 林と

して の価格)

あ るが ままの

価 格

改正しない

(

評

価

基

準

)

改 正 す る

現行方式

鑑定評価

方 式I

収益価格

方 式

売買実例

方 式

鑑定評価

方 式I I

収益価格

+α 方式

不正常要素(宅 地見込地等

の要素を含む)排 除の具体

的な基準を示す

A

農地 ・山林 としての鑑定評

価を求め、これを活用する

(一例として宅地に準じた

方式)

B

具体的手法を評価基準等で

示す
C

収益価格としての鑑定評価

を求める

D

宅地見込地等の売買実例を

直接用いる

E

宅地見込地等の鑑定評価を

直接用いる

F

収益価格をべースに、宅地

としての熟成度等を加算す

る

G
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1財 産 評価 基本 通達(昭 和39年4月25日 直資56直 審(資)17)抜 粋

第2章 土地及び土地の上に存する権利

(農地の 分類)

34農 地 を評 価す る場 合 、その 農地 を36《 純 農地 の範 囲》 か ら36-4《 市街 地 農地 の範 囲)ま で に定

め る と ころに従 い 、次 に掲 げ る農 地の いず れか に分類 す る 。

(1)純 農 地

(2)中 間 農地

(3)市 街 地周 辺農 地

(4)市 街 地農地

(注)上 記 の農地 の種類 と1農 地 法 、2農 業振 興地域 の整備 に関す る法律(昭 和44年 法律 第58号)、

3都 市 計画 法(昭 和43年 法律 第100号)、4農 地 転用 許可基 準(昭 和34年10月27日 付34農 地 第

3353号(農)「 農 地転 用許 可基 準の制 定 につ いて」 農林 事務 次官 通達 で定 め る 「農 地 転用許 可

基準 」 を いう 。以 下 同 じ。)及 び5調 整 区域 許可 基準(昭 和44年10月22日 付44農 地B第3165

号 「市街 化調 整 区域 にお け る農 地転 用許 可基 準 につ いて」 農林 事務次 官 通達 で定 め る 「調 整

区域 許可 基準 」 をい う 。以 下 同 じ。)と の関係 は 、基 本的 には 、次 の とお り とな る 。

イ 農地 法 及 び農地 転用 許可基 準 との関係

(イ)農地転用許可基準に定める第1種 農地

(ロ)農地転用許可基準に定める第2種 農地

(ハ)農地転用許可基準に定める第3種 農地

純農地

中間農地

市街地周辺農地

(二)農地法の規定による転用許可を受けた農地

(ホ)農地法の規定により転用許可を要しない農

地として、都道府県知事の指定を受けたもの

市街地農地

ロ 農業振興地域の整備に関する法律との関係

(イ)農業振興地域内の農地のうち

A農 用地区域内のもの

B農 用地区域外のもの

(ロ)農業振興地域外の農地

純農地

イの 分類 によ る 。

ハ 都市計画法及び調整区域許可基準との関係

(イ)都市計画区域内の農地のうち

A市 街化調整区域内の農地のうち

(A)調 整区域許可基準による甲種農地

(B)調 整区域許可基準による乙種農地のうちの第1種 農地

(C)調 整区域許可基準による乙種農地のうちの第2種 農地

(D)調 整区域許可基準による乙種農地のうちの第3種 農地

純農地

中間農地

市街地周辺農地
B市 街化区域内の鷺地 市街地農地

C市 街化区域と市街化調整区域とが

区分されていない区域内のもの

(ロ)都市計画区域外の農地

イの 分類 によ る 。

※ 以上の関係を要約すると次のとおり
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農 地 の 区 分 一 覧 表

転 用 許 可 済 農 地

転

用

未

許

可

農

地

都市計画法

に よ る 区 分

都市計画

区 域

都市計画

区域以外

農業 振 興 地 域 の 整備 に 関 す る法 律 に定 め る農 用地 区域 内

出展:「5年 不動産税務要 覧」 (国税庁課税部資産税課長 監修)

市街化

区 域

市街化

調 整

区 域

未区分

農地転用許可基準 によ る区分

市街化 調整

区域における

転用許可基準

乙種農地

甲種農地

第3種 農地

価格事情 が第3種 農地

に準ず る第2種 農地 及

び第1種 農地を含む

第2種 農地

価格事情が第2種 農地

に準ず る第3種 農地及

び第1種 農 地を含む

第1種 農地

価格事情 が第3種 農地

及び第2種 農地 に準 ず

る農地を除 く

評価 上 の

農地の区分

市 街 地

農 地

市 街 地

周辺農地

中間農地

純 農 地



2農 地転 用許 可基 準(昭 和34年10月27日34農 地 第3353号(農)農 林事 務次 官通 達)

及 び調 整 区域許 可基 準(昭 和44年10月22日44農 地B第3165号 農林 事 務次官 通達)抜 粋

○農地転用許可基準

第4農 地の区分

1農 地を第一種農地、第二種農地及び第三種農地に区分する。

2第 一種農地 農業生産力の高い農地、土地改良事業等の農業に対する公共投資(旧 制度開

拓として実施された開拓事業、農道の整備のみを目的とする土地改良事業、災害(石 炭鉱業

及び亜炭鉱業による鉱害を含む。)復 旧事業及び農用地防災事業を除く。)の 対象となった

農地又は集団的に存在している農地。ただし、第二種農地又は第三種農地に該当するものを

除く。

3第 二種農地

次に掲げる農地は、第二種農地とする。ただし第三種農地に該当するものを除く。

(1)街 路(土 地改良事業、開拓事業によって築造されたものを除く。)が 普遍的に配置され

ている地域内の農地

(2)鉄 道、軌道の乗降場、貨客船発着所又は市町村役場、区役所及びそれらの支所等の公共

施設から近距離にある地域内の農地。ただしこの場合において、その地域の総面積に占め

る市街地の面積が40%を 超えるときは、その割合が40%と なるまで1キ ロメートルを限度

として近距離とみなすことができる。

(3)市 街地の近傍において孤立している小団地の農地

(4)港 湾施設、工業用水道、道路、排水路等の諸施設が産業の用に供する目的で、総合的に

整備された地域内の農地

(5)建 築基準法の規定により指定された工業地域又は準工業地域内の農地で市街地に接続し、

かつ市街地と街路に囲まれたもの。

(6)そ の他の農地で、次の各号のいずれにも該当しないもの。

(ア)農業生産力の高い農地

(イ)集団的に存在している農地

(ウ)土地改良事業等の農業に対する公共投資(旧 制度開拓として実施された開拓事業、農

道の整備のみを目的とする土地改良事業、災害(石 炭鉱業及び亜炭鉱業による鉱害を含

む。)復 旧事業及び農用地防災事業を除く。)の 対象となった農地

4第 三種農地

次に掲げる農地は第三種農地とする。

(1)土 地区画整理事業施行地区(施 行済地区を含む。)内 にある農地(当 該地区面積が70ヘ

クタール以上で都市的環境が整備されておらず、かつ近く整備される見込のない区域内の

農地を除く。)

(2)ガ ス若しくは上水道の施設又は下水道の整備している地区内にある農地

(3)鉄 道、軌道の乗降場、貨客船発着所、高速自動車国道等のインターチェンジ又は市町村

役場、区役所及びそれらの支所等の公共施設から至近距離にある地域内の農地
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(4)市 街地の中に介在する農地

(5)街 路に囲まれた区画で、その区画の総面積に占める宅地面積の割合が40%を 超えるもの

のうちにある農地

(6)旧 自作農創設特別措置法第5条 第4号 の指定(都 市計画法による土地区画整理を施行し

た土地等で買収除外の指定)の あった区域内にある農地及ぴ農地法第7条 第1項 第3号 の

規定によって指定(近 く農地以外のものとすることを相当とするものの指定)を 受けた農

地

○調整区域許可基準

第1農 地の区分

市街化調整区域内の農地については、次により甲種農地および乙種農地に区分するとともに、

乙種農地については、許可基準第1章 第4の 農地の区分により第一種農地、第二種農地および

第三種農地に区分する。

(1)甲 種農地は、次に掲げる農地とする。

1農 地転用の許可に関する処分時において措置方針の第一の1又 は第一の2に 該当する農

地(そ の該当事由が農道等の整備のみを目的とする土地改良事業の対象となったことのみ

である農地を除く。)

2措 置方針の第一の3の(1)に より市街化調整区域に含まれることとなった土地の区域内の

農地

(2)乙 種農地は、甲種農地以外の農地とする。

3農 業振興地域の整備に関する法律(昭 和44年法律第58号)抜 粋

(農地等の転用の制限)

第17条 農林水産大臣及び都道府県知事は、農用地区域内にある農地法第2条 第1項 に規定する農

地及び採草放牧地についての同法第4条 第1項 、第5条 第1項 及び第73条第1項 の許可に関する

処分を行うに当たっては、これらの土地が農用地利用計画において指定された用途以外の用途に

供されないようにしなければならない。
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4固 定資産評 価制度調査 会の中間結論(昭 和35年2月1日)抜 粋

固定 資産評価制 度調査会は、昭和34年6月10日 に第1回 の総 会を開いてか ら昨年

12月 まで に総会10回 、小委員会3回 を開催 し、固定 資産税、相続税等固定 資産の価

格 を課税の基礎 とす る国税及び地方税にお ける固定資産の評価の制度を改善合理化

す るための方策につ いて調査審議 を行 った。

調査審議は、 固定資産税 を中心 として行われたが、その基本的な方向については

ほぼ次のよ うな結論 を得た。

さらに細部の事項 については、 この基本的な方 向についての結論を中心 として、

調査会内 に設置 した総合部会、土地部会、家屋部会及び償却部会 において、本年1

月よ り引 き続 き調査審議が 行われている。

(中 略)

二 各資産別 の評価方法

1農 地

売 買実例価格を基礎 として評価す る方法と耕作 による収益額 を資本還元 して

評価す る方法 とが考え られ るが、売買実例価格 を基礎 として収益力 をも考慮 し

て評 価す る方法 によるべ きであるとい う意 見と、耕 作による収益額 を資本還元

して得 た額 を基礎 とし、売買実例価格を も参 しゃくして評価す る方法 によるべ

きであるとい う意 見とがあ った。前者の理 由とす るところは、 この評価方法が

他の資産 との評価の権衡を確保す るに適切な方法である こと、仮 に収益額 を資

本還元 して評 価す る方法によるもの とした場 合においては、その収益額の算定

(特 に自家労賃のみかた)、 資本還元率の決定等 について客観的な基準が見出

し得ない こと等の諸点 にあ った。

また後者 の理 由とす る ところは、わが国農業経営の実態か らみて、農地の評

価 について売 買実例価格を基礎 とす ることは適切でないこと、小作料統制、米

価決定等 の例か らみて収益額を資本還元 して評価す る方式 について客観的な基

準 を見出す ことが必ず しも不可 能ではないこと等の諸点 にあ った。

両意見 については、 なお、調査審議を継続 し、その結論を求め るもの として

いる。

(以 下 略)
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5固 定資産評価制度調査会答 申(昭 和36年3月30日)抜 粋

第2評 価制度改正にあたっての基本的な考え方

1評 価 によ って求めるべ き固定資産の価格

1正 常価格

上記の とお り、関係諸税の評価の現 況にみ られ る税種間、資産間及 び市町村間

における評価の不均衡を是正す るためには、評価方法の内容、評価の適正均衡を

確保す るための諸措置等 について所要 の改善を加 える必要があ ることはいうまで

もないが、 まず、評価 によ って求めるべ き固定資産の価格 についての認識 を明確

に統一す ることが先決問題 である と考 える。

この価格は、 さきに述べ たように、関係諸税を通 じ、いずれ も時価主義 をとつ

ているが、課税 の基礎 となる固定資産の価格を時価 によるもの とす ることは、時

価が 資産の価値を、通常、最 も適正 に、かっ、客観的に表現する ものである こと、

過 大な、若 しくは不均衡な評価が行なわれた場合 において も、納 税者が比較 的容

易 に判断 を下す ことがで きるので、納税者の立場 を保護す ることになること等の

観点か らして、適切である と考える。

この場合 における時価 とは、各資産 を通 じ、正常な条件の もとにお ける取 引価

格(以 下 「正常価格」 とい う。)と 考 えるべ きであ る。 ここにい う正常価格 とは、

直ちに、現実の取 引価格 と同一視すべ きものではない。現実の取 引価格は、当事

者間の事情等 によって左右 され、正 常な条件 と目し得ない主観的特殊的 な条 件の

もとに成立 しているもの もあるか ら、正常価格 は、現実の取引価格の うち、 この

よ うな正常でない条件による部分があ るときは、 これを捨象 して得 られるその資

産 自体の本来 の価値を適正 に反映 した価格であ る。

評価方法の内容、評価の適正均衡 を確保す るための措置等 の検討 にあた っては、

評価 によ って求めるべ き固定資産の価格 について、以上のよ うな認識の もとに、

統一 した立場 においてなされるべ きである。 これ によ って、お のずか ら、税種間、

資産間及び市町村間におけ る評価の均衡 を確保する方途 をうることがで きる もの

と考える。

(中 略)

II 各資産の評価方法の原則

1土 地

土地の評 価は、売買実例価格を基準 と して評価す る方法 によるべ きである。

土地 の評価方 法については、売 買実例価格を基準 と して評価す る方法のほか、

農地につ いては、耕作による収益額 を資本還元 して評価す る方法、そ の他の土地
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については、賃貸料等の収益 を基準 として評価す る方法が考え られ るが、農地の

耕作 による収益額、資本還元率等 について客観的な数値を見いだす ことが困難で

あ る し、 また、 その他の土地の実際 賃貸料等は、種 々の事情 によ りはなはだ しい

格差が あ り、評価の基準 と して とり得 ないので、土地の評価は、各地 目を通 じ、

売買実例価 格を基準 として評価す る方法 によることが適 当である。

評価 の基準 とすべ き売買実例価格は、現実の売買実例価格 に直ちによ ることな

く、 当該売 買実例の取引の事情を精査 し、特殊条件に基づ くものを除 き、おおむ

ね正常 と認め られるもの によ るべ きである。

この場合、農地につ いては、その売買が、一般 に、農業経営 を可能 とする程度

の規模の農地を単位 と して行なわれ ることは皆無 に近 く、―反 ない し一反五畝程

度の農地 を単位 とす るいわゆる切 り売 り、買い足 しの形で行なわれ ることが通常

で あ り、 したが って、買受農業経営者 にとっては、 当該買い足 しに伴 う耕 作面積

の拡大 によ って、農業経営 の効率 を増進す る事情 にあるので、売買実例価格 につ

いて、所要の修正 を加える必要があ ると考え る。 この場合の修正基準 としては、

農地の平均反当純収益額の限 界収益額(面 積差一反 歩の農業経営相互 間の純収益

の差額)に 対する割 台を用いることが適 当である。

(中 略)

第3評 価制度改正案の内容

1固 定資産税

1評 価 の方法

(2)土 地

1指 示平均価額の算定

〔 〕 基準 地の正常価格は、近傍類地等の売買実例価格を基準 と して求め ら

れる ものの仲値 によるもの とす る。 この場合、基準 とす る売買実例価格

は、現 実の売買実例価格 に直ちによることな く、当該売 買実例の取 引の

事情を精査 し、特殊条件 に基づ くものを除 き、おおむね正常 と認め られ

るものによるもの とす る。 したが って、当該地 目を他の地 目に転用する

目的で取 引が行なわれる場合はもとよ り、 たとえば、市街地近郊農地等

に見 られ るよ うな当該農地 等を宅地に転用す る目的の取引以外の取引に

お いても、将来 の宅地成 りを予想 した価格で売 買され る場合 においては、

直ちに、当該売 買実例価格を基準 としない もの とす る。(以 下売買実例

価格 について、同様 とす る。)

(以 下 略)
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6昭 和26～29年 度における収益価格採用の概要

1田

ア 昭和26年 度
昭和26年 度の田の評価方法は、市町村間における中庸等級の標準田について収益還元方式

によって評価額を算出し、この評価額を当該中庸等級の標準田に附されていた賃貸価格にて除
して評価倍数を求め、各筆の田に附せられていた賃貸価格に評価倍数を乗じて評価するものと

し、参考として全国平均の数字を用いた場合の例を示した。

(算式)

標準田の反当価格=
反当収益(注)

最 近発 行国債 利 回(0.055)+固 定 資産税 標準 税率(0.016)

(注)反 当収益 =賦 課期日の属する産米石当政府買上標準価格

×最近5か 年平 均反 当収穫 量 ×収益 率(0.111)

(収益率算定基礎)

反当玄米収量A
反当粗収入B
反当費用 C

利 潤(B-C)D

反当収益 E

収益率(E÷B)

2.26石

12,496円

11,638

858

1,383

0.111

石当米価 5,529円 ×A

反 当利潤(858円) +反 当小 作 料(525円)

(算出例)

反当玄米収量A

反当粗収入B
収益率 C

純 収益(B*C)D

資本還元 E

2.26石

12,496円

0.111

,382

19,535

昭和25年産米生産費推計
石当米価 5,529円

D÷0.071(5.5%最 近 国 債 利 回 、1.6%標 準 税 率)

イ 昭和27年 度
全国平均の収益還元価格を下記の算式により算出し、全国平均価格(21,808円)を 基準とし、

都道府県別の平均反当収穫量、昭和26年 度価格、平均賃貸価格の3要 素を各々3分 の1ず つ
採り、税負担の急激な変動を避けるため都道府県別の生産力、前年度評価額、過去の地租の課
税標準を考慮して都道府県別平均価額を算出した。市町村別平均価額は、都道府県において、
収穫量55%、 賃貸価格45%の 比重により算定した。
(1)全 国平均価格

(算式)

反当玄米収量A
反当粗収入B
内
訳

玄米収入
副収入

反当費用 C

内
訳

物財費
労働費
資本利子

純 収 益(B-C)D

資本還元 E

石当評価額F
全国平均評価額

2.264石

17,270円

15,816

1,454

15,253

7,442

6,587

1,224

2,017

21,010

9,280

21,808

石当米価 6,986円

D÷0,096(8%最 近国 債利 回 、1.6%標 準税率)

E÷A

F×2.35石(2.35石:前5ヶ 年 平 均 反 収)
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(2)各 都道府県別平均価額=
A+B+C

3

(3)各 市町村別平均価額

5,100円 ×
当該市町村の

平均反当収量
+

当該市町村の平均

反当賃貸価格
×

都道府県反当
平均価額 -5

,100円 × 平均反当収量

都道府県平均反当賃貸価額

(注)反 当 収量 は過去5ヶ 年 にお ける裏 作 を含め た平均 反 当収量 による 。

5,100円:石 当評価 額9,280円 の55%の 額

ウ 昭和28年 度

(1)全 国平均 価格

(算式)

反当玄米収量A
反当粗収入B

内
訳

玄米収入
副収入

27年度収益率C

基
礎

25年度D
26年度E

純収 益(B*C)F

全国平均評価額G

対前年度上昇率

2.35石

19,079円

17,625

1,454

0.114

0.111

0.117

2,175

22,656

1.05

石当米価7,500円

(D+E)/2
反 当収益1,383円 ÷平 均反 当収 入12,496円

反 当収益2,017円 ÷平均 反 当収 入17,270円

F÷0,096(8%最 近国 債利 回 、1.6%標 準税率)

G÷21,593円(昭 和27年 度 平均 価額)

(2)各 都道府県別平均価額

昭和27年度平均価額 ×1.05

(3)各 市 町村別 平 均価額

昭 和27年 度 平均 価額 ×1.05

工 昭和29年 度

(1)全 国平 均価格

昭和28年 産 米反 当玄 米 収量 、政府 買上 基本 米価 、反 当費用 を基 礎 と して純 収益 を求 め 、

これ を9.6%の 資本還 元率 で 収益 還元 して 、全 国平均価 額(28,500円)を 求 め た 。

営面 積 、二毛 作 、災害 、消費地 及び 収穫 量)の3要 素 を3分 の1ず つ 用 いて 算定 した 。

(3)各 市町村別平均価額
都道府県別平均価額に一致するよう都道府県において算定した。
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A:過 去5ヶ 年 平均 反 当生産 量(石)×9,280円(石 当評価 額)

B:賃 貸価 格(25.1.l国 税庁 調査)x1,256(21,808円/17.362(賃 貸価 格価 格全 国平 均))

C:昨 年度 価格 × ,808円/18,160円(昨 年 度価 格全 国平 均))1.2(21

都道府県別

旧賃貸価格÷前年度価額及び総合指数(気 温、日照、かんがい、排水、水温、老朽化、経
(2)各 都道府県別平均価額



2畑

ア 昭和26年 度

収益還元による方法として田と同様な方法と、売買価額による方式が示された。ただし、収
益の算出が困難なため、田のような算出例は示されなかった。

売買価額による方法としては、中庸等級の標準畑の売買価格を求め、これを当該畑の賃貸価
格にて除して賃貸価格に対する評価倍数を求め、各筆の賃貸価格に評価倍数を乗じて評価する
ものとした。
売買価額によるもう一つの方法として、最近の売買実例を用いることができないときは、中

庸等級の標準畑について、次の方式によって中庸等級の標準畑の反当価格を求め、これを当該
畑の反当賃貸価格にて除して賃貸価格に対する評価倍数を求め、各筆の賃貸価格に評価倍数を

乗じて評価するものとした。

(算式)

(注)田 及び畑の売買価額は日本勧業銀行調査(昭 和18年3月現在) に よ る 。

イ 昭和27年 度
(1)全 国平均価格

田の全国平均収益価格に日本勧業銀行調査の田の売買価格に対する畑の売買価格の比率を

乗じて、畑の自作収益価額を算定し、これを中庸畑の反当標準賃貸価格にて除して標準評価
倍数を求め、畑の全国平均賃貸価格を乗じて全国平均価額を算定した。

(2)各 都道府県別平均価額
昭和10年から昭和19年までの日本勧業銀行調平均売買価格と平均賃貸価格とを要素として

4分 の1及 び4分 の3ず つ用いて算定 した。
(3)各 市町村別平均価額

都道府県別平均価額に基づき市町村別平均賃貸価格等を参考に都道府県知事が算定 した。

ウ 昭和28年 度

(1)全 国平均価格
算定 しなかった。

(2)各 都道府県別平均価額

(昭和27年度平均価額×
3

4
+昭 和27年度平均反当所得額×

1

4
)×1.05

(3)各 市町村別平均価額
都道府県別平均価額に一致するよう反当所得等を考慮して適宜算定するよう指示した。

エ 昭和29年 度

(1)全 国平均価格
田の全国平均価額に日本勧業銀行調査の田畑売買価格比(昭 和18年～昭和27年の平均)

63.6%を 乗じて、中庸畑反当評価額を算定し、これを勧銀調査の畑調査価格9円42銭 で除

して賃貸価格に対する倍数を求め、この倍数を昭和25年国税庁調査による畑全国平均賃貸価
格5円11銭5厘 に乗じて昭和29年度全国平均価額を求めた。

(2)各 都道府県別平均価額

昭和25年国税庁調査による都道府県別平均賃貸価格を全国平均賃貸価格で除し、これに全
国平均価額を乗じた額と、昭和28年度平均価額の2割 増を見込んだ額及び総合指数(気 温、
日照、霜雪、樹園地、特殊畑、回転率、災害及び消費地)に 全国平均価額を面積による加重
平均した額を3分 の1ず つ見込んで算出し、前年平均価額に比して30%以 上増加するものに
ついては、一律に30%を 上昇率とした。

(3)各 市町村別平均価額
都道府県別平均価額に一致するよう反当所得等を考慮して適宜算定するよう指示した。
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標準畑の反当価額=標 準田の反当価額×標準田の売買価額(昭 和18年)
標準畑の売買価額(昭 和18年)




